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Ⅰ木材利用の多様化を促進するための技術開発
T e c h n o 10 g lC a l D e v e 10 P m e n t fo r D iv e rse UtilizationofWoodProducts

1 ．需要分野拡大のための木材利用

技術 の開発
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l ．1 木質内外装材の製品開発
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木質内装材の新 しい利用技術の開発 （共研）
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壁曲がコンクリー ト造，ブロック造の部肘 二容易に

使用でき，かつデザイン，音響的付加価佃を備えた吸

音壁パ ネルを開発 し，実際 のコンクリー ト追の将「帥 二

施丁 して，そのデザイン性，施‾t性，音響件能につい

ての検討を加えた＝〕

壁パネルを施＿1二する那妊の表出仕上・▲げ状熟ま，味，

壁，天井ともコンクリー ト打ち放 しである7二め，残響

時間はかな り長 いもの と予想 された 、そこ‾ご， まず部

屋の吸音力の改‾拝呈を設定するため残響時間を測志 しノ

た。その結果，500 IIzで 3 秒以上あり，趣味室 け レ

イルーム，オーディオルーム，書斎など）叫女川に対

L ては艮す ぎる ものであった。

これらのことに某づいて，壁面の反射 汁の影響，フ

レイルームとしての視′削勺吊住性などを考糧して，音

響設計および色彩設計を行った。

音響設計に某づいて施工した吸音壁パネルは，エゾ

マツ，トドマツを佗用 し，格子状に組んだものである〕

施工の合理化のために，裏面に枠を取 i）付け．現場で

の作業をはめ込みと仕上げだけになるようにした 施

工手順としては，天井にL 型受け材を，味には良作 6 mm

のコンクリートアンカーで L 型金具を取 り付けた、そ

の金具に，壁パ ネルを落 し込みに よって取 り付けた後，

天井と嘩パネルとの取 り合い部に廻 し緑を，床 と呼パ

ネルの取 り合い部に幅木を釘 1ヒめした。施丁上の問題

は特 に生 じなかった。

壁パネルを施工 した後の部尿の残響時間を測定 した

結果，500 H z での残響時間は0．8秒 とほぼリスニング

ルームの使用に適 したものとなったっ

色彩設計では，コンピュータによる画像処理を行っ

て収苫・壁パ ネルを施丁二していない畔向，室内 ドア，天

ル面に施 T するクロスの色や材質を決定 した。

これらのことから，本研究で開発した吸音喋パネル

は，施下が容易で吸音特件も良好なものであることが

タナか った〕そのため，∠「後マ ンシ ョン，公共建築物 な

とで音響性能を要求される桐途（音楽室，楽器締習峯，

リスニングルームなど）への採梢が期待できる。また，

コンピュータの画像処理による内装設計によって，木

要言内装材 とその他の内装材とを効果的に組み合わせ

亡， －々れらをデザイン的に有効に佗うことができるこ

とを確認 した。

（ 哨和63年度～平成 2 年度）

り生存】三開発科，加丁札 北盲毎道立t 業試験場，

北海道立案地住宅部市研究所）

1 ．1．2 木製サッシの防音性の向上（民間受託）

r r h e A〔1＼anC（、〔lPcrrりrmこInC（、（）r th（）S（〕tln〔l

I n s し11a t l〔）Il rO †・ t ll C l ＼ro（〕〔1c n －1 1 ri n d（）1l▼

（ 平成 2 年度）

（ 性能開発科）

1 ．1．3 音響性能を付加 した木質建材の開発

（ 林野補助）

r ）e＼′▼elol〕m C n t n f ⅥJo（）d一千うa se d fうuildi叩

＼′Ia t e r la ls 斗d〔le〔l A c o u s t ic Propcrt）’

音静件能を重視 した木質内外装材，特にオーディオ

ルームに代表される睨聴覚宅に他用できる吸音惟能を

考藤した内装喋パネルの開発を行った、）

一6 一 〔J rl〔比 11do F（）r Pr（）〔1 RビS lns＝ ’o1 5・ No II 199 1〕



林産試験場の平成2年度試験研究成果の概要

　使用した材料は，加工性，価格，色調などを考慮し

てエゾマツ，トドマツとした。これを用いて2種類の

吸音壁パネル(スリット構造，格子状構造)を試作し，

残響室法吸音率測定を行った。試験体形状による吸音

機構は，(1)スリット構造吸音壁パネルで共鳴器型吸音

特性を，(2)格子状吸音壁パネルで吸音面積を増すこと

を利用したものである。デザイン上の開発コンセプト

としては，スリット構造のものは背後の壁面が見えな

くなるよう，部材側面の一部に45度の傾斜をもたせた。

また，格子状のものは，正面から見た場合にはすき間

が目だたなく，側面から見た場合にすき間が模様とし

て演出できるものとした。

　試験では，各形状の試験体ごとに背後空気層厚さを

20mmから200mmまで20mm刻みに変化させて各条件での

残響時間を測定した。この結果から，背後空気層の吸

音率に対する影響についてのデータを得た。その結果

は以下のようなものであった。

(1)　スリット構造吸音壁パネル

　スリット構造吸音壁パネルの背後空気層の影響をみ

た場合，空気層20mmのものではスリットによる共鳴吸

音効果はあまりみられなかったが，それ以上の空気層

厚さのものでは吸音率に共鳴による鋭いピークがみら

れた。また，空気層厚さと共鳴周波数をみた場合，空

気層厚さが厚くなるにつれて低音側に移動した。これ

はヘルムホルツの共鳴吸型材料にみられる傾向で

ある。そのためその共鳴周波数を計算した結果，測定

結果から得られた共鳴周波数とほぼ一致した。このこ

とから，使用条件に応じた空気層厚さを理論的に導き

出せることを確認した。

(2)格子状吸音壁パネル

　格子状吸音壁パネルについてみた場合，背後空気層

厚さが60mm以上で共振吸収によると思われるピークが

みられ，スリット構造吸音壁パネルと同様に空気層厚

さが増すにつれて共振周波数帯域は低音側に移ってい

た。また，材表面積を部材側面の面積を合わせたもの

に置き換えた場合，面積は1．45倍増える。そのため単

位見附け面積当たりの吸音力は1．45倍増えることにな

る。垂直入射吸音率(実際には乱入射吸音率を使用す

〔林産試場報　第5巻　第4号〕

ベきであるが，ここでは大まかな予測をする上で垂直

入射吸音率を使用する）を1．45倍した結果と比較する

と，高音域ではおおむね一致した。また，低音域では，

共鳴吸収と思われる吸音率の上昇があることからス

リット構造吸音壁パネルと同様の方法で共鳴周波数を

求めた結果，背後空気層の厚さが40mm以下では共鳴に

よる吸音効果はみられないが，それ以上では比較的理

論値に近い共鳴効果が認められた。また，高周波領域

では共鳴周波数の逓倍周波数で共鳴吸収をしていると

考えられ，木材の吸音率より高い値となった。これら

のことから，格子状照パネルの吸音機構は，基本的に

はスリット構造のそれと同様のものと考えられ，音響

設計の際に大まかな吸音率の予測が可能であることが

分かった。

　これらの壁パネルは，実際の音響設計を通して実証

してより多くのデータを蓄積することによりさらに精

度良く音響設計できるであろう。さらに，デザインを

考えた場合，いろいろな形状への応用が考えられる。

これらのことは，木材を便用した壁パネルの需要拡大

に大きく寄与できるものと考えられる。

　　　　　　　　　　　（平成2年度～平成4年度）

　　　　　　　　　　　　　　　　（性能開発科）

1．1．4　自動化ラインに適した木質資材の改良研究

　　　  （地域システム事業）

　　　Improvement of Structural Wood Member

　　　 Fitted for Automated Factory Line

　本課題は，積雪寒冷地に適した木造住宅工法を開発

するとともに，これからの木質住宅資材（内装および

構造資材）の製品化に向けた部材の標準化および加工

工程のFA化などを進め，住宅資材供給システムを確

立するための指針とすることを目標に，昭和61年度よ

り5か年にわたって，研究を進めてきたものである。

　平成2年度は，システム技術開発部会で採用し，具

体化した改良型木造住宅の施工性と音響および温熱環

境に関する評価を含め，元年度までに得られた住宅工

法ならびに内装資材に関する研究成果の最終的な取り

まとめを行った。



林産試験場の平成 2 年度試験研究成果の概要

（ 1）改良木造住宅の評価

①床パネル剛性の面材による補強効果の検討

床パネルの設計は，安全をみて根太材のみの剛性計

算により行っているが，構造用合板を釘打ち一体化す

ることにより，剛性に関してはかなり向上する。

そこで，面材のパネル剛性への向上率を実験的に確

認するため，床パネルの枠材のみを組んだ状態で低レ

ベルの荷重を加えて根太材単独の曲げ剛性を計測後，

パネル面材である構造用合板を釘打ち一体化して床パ

ネルとして構成し，同様な加力条件で曲げ試験を実施

した。

その結果，設計荷重における床パネルの剛性は，根

太材単独での初期的な剛性に比較し，36．4～42．5％の

向上が認め られた。

②軸組材の取 り合い部の検討

2 階床梁の負担する積載荷重は，受け金物を介して

下方に伝達 されるが，施工性の向上や気密性能の確保

の上から，受け金物の支持を胴差や桁材に求めること

となる。この場合，支持面が木材繊維に垂直となるた

め，材のめり込みを検討しておく必要がある。

そこで，柱と梁あるいは胴差と梁との取 り合い部分

を想定 した接合部モデルを幾つか試作し，せん断試験

を実施 して変形性状の確認を行った。

受け金物を桁材で支持 した場合，設計荷重1，350

k gfでの梁材端部の鉛直変位は，柱材に直接である供

試体に比較 して，釘 （ZN 6 5）本数 3 本では平均2．1

倍程度であるが，釘本数 6 本のときには1．6倍程度に

減少する。これは変位量としては 3 mmに満たないもの

で，適切な釘本数を使用することによって変位を許容

内に納めることが可能と考えられる。

③実験住宅の水平加力試験

実験住宅（昭和63年度建設）の妻面中央2 階休 しベ

ルに水平荷重を加え，建物外周における鉛直方向およ

び水平方向の変位を測定 し，2 階床面の水平構面とし

ての性能ならびに 1 階壁の耐力壁 としての性能評価を

行った。

荷車は，ウインチを使用 して実験住宅の東側妻面の

中央， 2 階床直 下‾の胴差 のあ るレベルに 2 点荷 重（荷

重点開距離600mm）を加え，建物外周における土台の

浮き上が り， 1 階および 2 階床面での水平方向のズレ

などを観察 した。加力は，1，000 kgf ごとに6，000 kgf

まで増力ロさせなが ら繰 り返した後，台風時の短期設計

荷重である4，000 kgfの 2 倍を若干上回るまで行った。

その結果，耐力壁については，壁面のせん断変形角

が，北面と南面のいずれにおいても1／1，200 radian 前

後と極めて小さい惜 しか観察されず，出隅・人隅部で

の半柱の併用による耐力壁構成の有効性 を検証 し得

た。

また， 2 階床構面の中央部変位は，短期設計荷重時

（ 4．．000 kg）において，2．7mm程度で，この値は支持

スパン（7，200mm）の1／2，500未満となっている。この

ことから，2 階床構面は水平方向外力を有効に壁体に

伝達 していると判断された。

④可動間仕切 り壁の改善

元年度に施工した可動間仕切り壁の遮音試験の結果

は，JtS 遮音等級其準の D －25であったが，これは日

本建築学会推奨基準のD －30以下である。しかし，音

が最も多 く漏れている部位が ドア周囲であることか

ら，気密材を取 り付けていない ドアの下部の改良を行

うことでかなりの性能向上が図れることが予想 され

た。そのため， ドアの下部に発泡スチレン製の気密材

を取 り付け再度測定をした。その結果，評価値はD －

2 5と変わらないが，室内外の音庄レベル差はすべての

周波数帯で改良前より上回ってお り， ドアの気密化が

壁の遮音性能向上に大 きく寄与 していることを示 し

た。

（ 2）改良型木造住宅工法の設計仕様のまとめ

改良型木造住宅の構造躯体，居住性能を以下のよう

に取りまとめ，施工手順を提案 した。

（ D 改良型木造住宅の概要

住宅の基本工法は在来軸組工法であり，住宅部材の

標準化・ 高品質化・ F 」斗化の推進と施工の合理化を臼

標に，現行の軸組工法の住宅建築に関わる法体系から

逸脱しない範囲での改良を試みたものである。

家族構成の変化や年齢によるライフスタイルの変化

などにも柔軟 な対 んトが吋能な ように， フリースパ ン構

一8 － 〔J H（）kkal（1（）F、（）＝ ）T一（）d RビSIns＝′「（）15INoll1991〕



林産試験場の平成 2 年度試験研究成果の概要

造を採用した住宅として，従来の固定的な間仕切 りの

大部分を廃するものとする。高壁倍率の外壁ならびに

水平剛性の高い2 階床構面を配置することにより，フ

リースパン構造を可能とする。

断熱方式は壁内断熱とし，床・外壁・屋根といった

建築物の面を構成する部材の大部分をパネル化する。

所要性能が不足する場合には，外断熱層を付加するも

のとす る。

②改良型木造住宅の構造躯体

軸組材の基本断面として120mm X 120mmを採用 し，構

造的・熱環境的な安定性ならびに建物の耐久性を確保

する。

床梁等の支持には，受け金物を使用 して構造的な安

定を図るとともに，建設機械による施工が円滑に行え

るようにする。また，他の仕口や継手には，従来から

の軸組工法の接合手法に建築金物を併用 し，耐力の向

上を図るもの とす る。

フリースパン住宅のため，耐力壁は主に建物の外周

部分のみとなり耐力壁長が不足する可能性もあること

から，外壁は外装側および内装側の両面材とも耐力面

材として働 くように構成する。これは，住宅の気密化

にもプ ラ ス とな る。

外壁，屋根，床，間仕切 り壁は，それぞれパネル化

する。パネルは，いずれも外側の耐力面材である構造

用合板が釘打ちされた工場生産によるものを建築現場

に搬入する。

このうち外壁パネルは，柱材を取り込んだ比較的大

形のものとなる。これらのパネルとプレカットされた

軸組材とをクレーン等の建設機械を活用 して，短期間

のうちに構造躯体 として仕上げる。また，床および屋

根パネルの耐力面材を梁材や胴差，桁材等に直接釘打

ちすることによって緊結し，2 階床面と屋根面がとも

に水平力を有効に耐力壁に伝達し得るようにする。

また，可動間仕切り壁の採用により，構造躯体部分

と内装部分との明瞭な分離を図るものとする。

（ 郭 改良型木造住宅の居住性能

改良型工法住宅では，工場におけるパネル部材の生

産，軸組材のプレカット加工が前提となるため，断熱

〔 林産試場報 第 5 巻 第 4 号〕

施工においても標準規格の設定・実施が比較的容易で

ある。そこで，本工法では将来的に断熱厚 さ200m の

可酸性を残 しつつ，現在一般的な住宅の燃料消費量（灯

油約1，000 β）で全室暖房ができるように，断熱厚さ

として120mm＋ α，開口部には高気密窓の採用により，

換気回数0．5回ル を目安とする。また，土間床工法を

採用することによって熱容量を生かした安定した温度

性状が得 られ，全室暖房と併せて冬期の著 しい居住性

向上が可能になる。

（ 昭和61年度～平成 2 年度）

（ 構造性能科，性能開発科）

1 ．1．5 木質内外装材の性能評価と施工法の改善

（ 林野補助）

A s ses sm e n t o f Q u a lity an d Im p ro v e m en t o f E x－

e cution of W ooden Panellin g and Sid ing

道産針葉樹による内外装材の施工後に，膨れ，さね

部分のはがれなどの トラブルが発生しないように，部

材設計ならびに施工法について検討を行い，その成果

を展示館 と住宅の外装材改修工事に反映させた。

また，旭川ウッドタウンの展示住宅2 棟の新築にあ

たり，釘打ちが容易な断面形状の内外装材を提案し，

それらの釘打ちに伴 う施工法などを調査 した。

さらに，RC 造の建築物 を対象にした簡略な施工法

の一つとして，アルミの押 し出し成形品を使った木製

パネルを試作 し，それらを地下室の内装材として施工

した場合の壁面とパネルの納まりなどについて検討を

加えた。

（ 平成2 年度～平成 3 年度）

（ 加工科）

1 ．2 木造住宅の施工技術および資材の開発

D ev elo p m e n t o f H o u s e－B u ild ing T ec h n o lo g y

f o r Wooden House and Materials

l ．2．1 自動化 ラインに適した木質資材の改良研究

（ 再掲）

I m provem ent of Structural W ood Member

F itte d わ r AutomatedFactoryLine
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林産試験場の平成 2 年度試験研究成果の概要

1 ．2．2 北海道における住宅の地下空間のエ法開発と

有効利用に関する研究（共研）

D ev elo p m e n t of Construction Used for the

B as em en t andits E打ective Utilities

北海道に適 したゆとりのある生活文化を確立するた

めには，居住空間の充実を図ることが重要である。こ

のためには，これまでの居住空間の構成，活用法を見

直し，積極的に利用することが必要である。特に地下

室はこれまで物置，車庫などに利用されるにとどまっ

てい た。 これ を プ レイ ル ー ム， オー デ ィオル ー ム あ る

いは居室などに積極的に利用することによって，ゆと

りある生活をつくり出すことが可能である。それには

自由な空間を造るために，剛性の高い，長尺な床梁の

開発および使用日的に適した環境をつくるための木質

内装材 とその施工法の開発が必要である。

（ 1）木質複合梁の性能評価

平成元年度に，種々の機械的接合法による木製複合

梁の中でも経済性および曲げ性能のよい， ドリフ トピ

ン接合による重ね梁の設計方法の検討を行った。2 年

度には ドリフ トピン接合の重ね梁による床組を作製

し，床組の剛性試験および床弾力性試験を行い，床組

の性能評価を行った。

床組試験体は下地板のみ，ならびに下地板にフロー

リング仕上げを行ったものについて剛性試験および床

弾力性試験を行った。剛性については全ての試験体で

住宅の床組としては十分な結果が得られた。床弾力性

試験については下地材のみの場合，反発作用がかなり

大きく，フローリングを張った場合については，反発

作用は下地材のみの場合に比べて小さくなったが，緩

衝作用が大 きく働いて，逆にやわらかい床 となった。

これは下地材とフローリングの接合を釘で行っている

ため，面材が一体化して働いてないことが考えられる。

今回試作 した重ね梁による床組は，剛性試験結果か

らも明らかなように梁としての性能は十分なもので

あった。しかし，床弾力性試験機による衝撃試験では

面材を下地板のみの場合および下地板にフローリング

を釘打ちで張っただけで試験を行ったため，良い結果

は得られなかった。面材の厚さを増 したり，根人の性

能や配置間隔を改善 し，面材自体の剛性を高めること

によって，梁の性能を生かすことのできる衝撃性能の

高い床組を得ることができると考えられる。

これまでの試験結果から， ドリフトピン接合による

重ね染の場合，簡易な複合梁の中では剛性は期待でき

るが，長期性能をみるとドリフ トピン部で部材間の滑

りが大きいことが明らかになった。したがって，今後

の検討課題として部材間をより強固な形で接合させな

ければな らない ことが明 らかになった。

（ 2） 地下空間における木質内装材の効果の検討

元年度に開発した内装壁パネルを地下室に施工する

ための固定方法を開発 し，実際の地下室に施工 し，そ

の吸音力を測定すると同時に，施工性について検討を

加えた。なお，取付けは，アンカーボル トで壁に固定

した（二型チャンネルに前 もって工場で製作 した壁パネ

ルをはめ込む方法を採用 し，施T の簡略化を図った。

なお，一部のパネルの背後面に25mmフォームポリスチ

レン板をはめ込んだ。なお，本研究では，壁パネルだ

けを対象としたため，壁パネル施丁部分以外の壁面，

床面，天井面などは内装仕上げを行わなかった。

残響時間の測定は，壁パネルの施工前と施工後に行っ

た。

施工試験の結果，施工の簡略化を十分達成できた。

残響時間の測定の結果，パネルの吸音率と文献から

得られた各種表面材の吸音率から求められた残響時間

の推定値と実測値は一一致 した。そのため，これらのデー

タから音響設計を行うことができることを確認 した。

また，今山吸音壁パネルを施工 しなかった床，天井，

壁の一部についてもフローリング材，クロス張 りなど

の内装施工をしたとイ反志すると，リスニングルームに

は最適の残響時間となることが分かった。

本研究では，その性能の検討は音環境だけに絞った

が，地下室などの比較的過酷な環境で使用される場合

には，特に温・i屈度変化に伴う木材の耐久性および外

壁へ（り結露誘発 といった弊害を生じる可胎性がある。

これらの問題は，今後検討されるべき課題であろう。

川∈拝口63年度～平成 2 年度）

（ 構造性能科，性能開発科，
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林産試験場の平成2年度試験研究成果の概要

北海道立案地住宅都市研究所）

1．3　大規模構造物の施工技術および資材の開発

　　  Development of Building Technology for

　　　 Large－Scale Structures and Materials

1．3．1  体育館用床暖房構造とそのシステムの開発

　　　  （民間受託）

　　　　Development of a Heating Floor Construction

  　　　 System and the System for Gymnasiums

　　　　　　　　　　　（平成2年度～平成3年度）

　　（成形科，加工科，構造性能科，性能開発科）

1．4　土木・農業用施設等の施工技術および資材の

　　　開発

  　　Development of Construction Technology for

　　　Public Works and Agricultural Facilities and

　　　Materials

1．4．1  木製治山用施設の強度試験

 　　　　Strength Test of Wooden Constructions for

 　　　　Soil Conservation Flood Control

　治山用施設は，これまでコンクリートが主体である

が，木材を活用した工法の採用こより，より早期に確

実に植生の定着を図り得るといった利点が生まれる。

カラマツ間伐材等の需要拡大の観点からも，これらの

中小径材を治山用資材に，積極的に利用することが望

まれる。そこで，林務部治山課からの要望でもあるカ

ラマツによる丸太谷止工（三角ダム）の接合部の強度

性能および破壊形態を明らかにし，その安全性を確認

することとした。

　平成元年度では，丸太支柱と横木との接合および横

木の長さ方向の継手の接合について，なまし鉄線，鉄

釘，ボルト等の従来からの接合方法の他に，コーチス

クリュー，ドリフトピンなどの金物を使用した強度試

験を行った。試験の結果，破壊強度と同一荷重での変

形量から，丸太支柱と積木との接合は，大きめの座金

を付けたボルト接合が最も良いと思われる。横木の長

さ方向の継手では，帯金物をボルト締めするものが最

も良いと思われる。

〔林産試場報　第5巻　第4号〕

　2年度では，接合効率の良かった帯金物とボルトを

組み合わせた接合法を用いて，丸太谷止工（三角ダム）

を試作し，強度試験により破壊形態を観察・調査し，

接合法を評価した。試験の結果，最大荷重における施

設の破壊の形態は，横つなぎ丸太中央部の荷重点での

曲げ破壊に因るもので，主支柱と横つなぎ丸太との接

合部では，多少の座金のめり込みとボルトの変形がみ

られたが，大きな破損は認められなかった。このこと

から試作三角ダムは，横つなぎ丸太で破壊することは

ないと判断され，施設の破壊は三角ダムの倒壊に因る

ものになると考えられる。また，今回採用した接合郡

は問題ないことが明らかになった。

　　　　　　　　　　（平成元年度～平成2年度）

　　　　　　　　　　　　　　　　（構造性能科）

1．4．2　治山施設等におけるカラマツ間伐材の利用技

          術の開発（民間受託）

　　　Utilization of Small Larch Logs for Forest

　　　 Land Conservation

　　　　　　　　　　（平成2年度～平成3年度）

　　　　　　　　　　　　　　　　　（加工科）

1．5　木製エクステリア製品の開発

　　　Development of Wooden Exterior Products

1．5．1  中小径材のエクステリアヘの利用技術開発

　　　   Development of Exterior Equipments Using

 　　　　Small Wood

　最近の都市づくりや街づくりにあたっては，住宅周

辺の戸外空間をはじめ．それと連なる街並の景観や広

場・公園等の公共空間も重要視されるようになってき

た。これらの空間を演出するエクステリア製品にはこ

れまでコンクリートなどの非木質系材料が多く使われ

てきたが，木材が使われるケースが最近非常に増えて

きた。木材が使われる理由としては，質感の良さ，弾

性特性による歩行感の良さ，熱伝導特性による接触感

の良さ，樹木との調和のしやすさ，塩害を受けにくい

などがあげられる。特に，冬期の積雪・寒冷を考慮し

なければならない本道においてはエクステリアを木製



林産試験場の平成2年度試験研究成果の概要

にする意義は大きい。しかし，これらに関する製品や

技術の開発はあまり行われておらず，しかも屋外とい

う厳しい自然条件を考慮した対策やメンテナンスが必

要である。そこで，本研究では現在需要開発が急がれ

ているカラマツ，トドマツなどの中小径材を用いて，

デザインにすぐれ，加工性・施工性が良く，耐候性・

耐久性に富んだローコストなエクステリア製品の利用

技術を開発することを目的とした。

　平成2年度の試験の概要は次のとおりである。

（1）住宅用エクステリアとしてデッキ，木レンガ，バー

ゴラ，フェンスなどについてこれまでの試験結果を整

理するとともに，内外における各種の事例を分類・整

理し，その中のいくつかについて設計概念および施工

上の留意点として取りまとめた。

（2）中小径材を使った住宅用木製フェンスの設計・施工

を行った結果，積雪期を経過した段階において部材の

変形や破損などの支障は特にみられなかった。また，

一般には積雪期には取りはずしが可能な方式のものも

求められており，脱着式フェンスの開発が今後の課題

であろう。

（3）児童公園における木製遊具などの屋外施設につい

て，防腐処理の方法や腐朽の度合，塗装に関する実態

調査を行ったところ，防腐処理が不完全なために数年

で激しく腐朽しているものがみられた。多くは定期的

なメンテナンスが行われておらず，今後の木製屋外施

設の普及のためには防腐処理の徹底とメンテナンスの

励行をさらに啓蒙していく必要がある。

　　　　　　　　　　（平成2年度～平成4年度）

（性能開発科，構造性能科，接着塗装科，耐久性能科）

2．木質材料の性能向上技術の開発

　 Research and Development for lmproving

 　Technologies of Wood Material Properties

2．1  寸法安定性向上技術の開発

　  　Development for Improving Technology of

　　 　Dimensional Stability

2．1．1  MG処理パーティクルボードの製造条件の

　　　   確立

　　　　 Establishment of the Manufacturing Condition

　　 　　of MG Treated Particleboard

　現在の日本の木材使用量のうち，国産材の占める割

合は3割に満たない。これは日本に木材資源の絶対量

が少ないからではなく，国産材に優良大径木が少なく，

そのこと自体によって諸コストが高くなることなどに

よる。しかしながら，世界的な環境保護意識の高まり

の中で，熱帯産大径木を大量に消費する日本の体質を

改めるベきであるとの意見も出始めている。

　したがって，日本で生産可能な木質材料の有効利用

は，単に経済原則からだけでなく，地球環境といった

グローバルな観点からも，これを図る必要がある。

　この目的のためにはパーティクルボードは最適な材

料である。すなわち，パーティクルボードは間伐材な

どの小径材や低質材，廃材などから任意の大きさの面

材料が製造可能であることから，木材を最も有効に利

用していると考えられる。

　しかしながら，パーティクルボードには耐水性が低

いという欠点があり，日本のように湿度の高い国では

用途が家具用などの耐水性を必要としない部分に限ら

れているのが現状である。パーティクルボードの建築

分野などへの需要拡大を図るためには，耐水性を向上

させることが必要と考えられている。

　林産試験場ではこの欠点を克服する目的で２塩基酸

とポリオールの混合物を利用した新しい化学処理

（MG処理）法を開発し，優れた耐水性をパーティク

ルボードに付与できることを明らかにした。この方法

は薬剤コストも安く，操作も簡便なため，工業生産に

適用が可能であると判断した。

　本課題では，新しい処理技術を工業生産に適用する

ことを想定し，製造条件の細部にわたる検討を行った。

　マレイン酸・グリセリン混合物はすでに報告した方

法によって予備縮合を行った後，60％水溶液とした。

　MGの混合比は，最適混合比である3：1（M：G）と

した。

　試験には特に断らない限り，カラマツ間伐材から調

製したウェハー状(長さ40mm，厚さ0．5mm，幅ランダム)

を含水率2～4％に乾燥して用いた。

〔J．Hokkaido  For．Prod．Res．Inst．Vol．5，No．4，1991〕



林産試験場の平成2 年度試験研究成果の概要

（ 1） M G 添加率とプレス温度

M G 添加率を 0 ％（対照条件）～10ヲ占まで，ホットプ

レス温度 を210～250℃ まで変えてパーテ ィクルボー ド

を製造 し，その耐水性能と強度性能について検討した。

浸水時の厚さ膨張率は，プレス温度に大 きく影響 さ

れるこ とはよ く知 られているが，M G 処理パーテ ィク

ルボードでも，絶対値はかなり低いが，同様の傾向は

認め られた。すなわち，無処理パ ーテ ィクルボー ドで

は210℃から250℃までプレス温度を上げると，厚 さ膨

張率は21．9％から9 ．0％まで減少するが，10％ M G 処

理では8．5％から3．2％に減少 した。M G 処理は低添加

率でも十分な効果を発揮し， 3 ％添加でもパーティク

ルボードの吸水厚さ膨張率を半減させた。丁場での製

造コス トを考える場合には，要求性能，プレス温度お

よびM G 涼加率の 3 凶子 を総合的に考慮する必要が

ある 。

（ 2）樹種

カラマツのほかにシナ，ナラ， カバ， トドマツを用

いて樹種を凶子として検討を行ったが，いずれの樹種

でもM G 処理の効果は十分に発揮 され，優れた耐水

性をもつことが明らかになった。強度については，無

処理パーティクルボー ドで得 られた結果 と同様の傾

向，すなわち，同一パーテ ィクルボード比重で比較す

ると，比重の軽い樹種ほど優れた性能のパーティクル

ボー ドが製造可能な ことが明 らか となった。

M G 処理の基本反応はエステル化 と考えられている

が，この反応を特に阻害する才由出成分は報告されてい

ないので，ほとんどの国産樹種で M G パーティクル

ボー ドの製造 は吋能 と考 えられる。

（ 3） 熱処理

M G 処理の短所の 一つに，高温でのプレス丁二程があ

る。熱媒体を用いた新 しいプレス装置を備えた工場な

ら250℃程度の温度は問題ないが，既存の蒸気加熱方

式のシステムでは対ノ心できない場合もある。この不利

を解決するために，比較的低温（180℃）でホットプ

レスした後，熱処理により性能を改善することを試み

た。M G 涼 加率 は10％と した。 180℃ でホ ッ トプ レス

しただけでも24時間吸水時の厚さ膨張率は10％程度と

〔 林産試場報 第 5 巻 第4 号〕

なり，かなり優れた性能を得たが，180℃で熱処理す

ると耐水性能はさらに向上 し， 1 時間で9．0％， 2 時

間で6．3％，3 時間で5．2％まで改善された。また，160℃

で熱処理 した場合，180℃での熱処理の 2 倍の時間で

ほぼ同様の改善率となった。これらのことから熱処理

と組み合わせることにより，既存の蒸気加熱式のホッ

トプレスで もM G 処理パーティクルボー ドを製造で

きることが証 明された。

（ 4 ） ホ ッ トス タ ッ ク

ホットプレス直後のパーティクルボードはかなり高

温状態であるが，工場での製造時には一般的に強制的

に冷却処理をしている。これを強制冷却せずに何枚も

積み重ねておくとパーティクルボー ド自体の断熱性の

ため長時間にわたって高温状態が保持される。この余

熱を利用 して M G の反応 を進 め ることが可 能か どう

かについて検討 した。その結果，最上層 と最下層の数

枚を除いて，内部は高温状態が長時間続いており，反

応が十分‾叶能であると判 断され た。 しか しなが ら，生

産効率の点からは上層，下層の数枚を無駄にすること

になり，何らかの加熱装置の併用が望ましいと判断さ

れた。

（ 5）触媒

M G 処理の基本反応はカルポキシル基と水酸基の脱

水縮合と考えられているが，この反応は触媒により促

進されることが知 られている。本試験では，プレス温

度の低下を目的として，エステル化触媒を加えて M G

パーティクルボー ドを製造し，その耐水性について検

討した。触媒としてはナ トリウム，カリウム，カルシ

ウム塩を用いた。触媒の効果は160℃程度の比較的低

温でプレスした場合には認められたが，それ以上の温

度では触媒無添加の M G パーティクルボー ドとの間

に有為 な差 は認 め られ なかった。 これ は M G 処理 の

基本反J心であるエステル化の律速段階が生成水の反応

系からの離脱であることと関係 していると考えられ

る。これらのことから，触媒を用いてホットプレスの

温度低下を直接的に図ることは難 しいが，ホットス

タック時のように比較的低温が長時間続くときには有

効と考えられる。

ー1 3 一
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M G 処理は，優れた耐水性のパーティクルボードを

低コストで製造できること，莫大ボード製造時にも特

に問題となる点は認められなかったこと，岸外での暴

露でも優れた性能であったことなどが明らかとなって

いる。 また，不利 な点の一つである高温での熱圧過程

についても致命的なものではなく，熱処理や，ホット

スタックと組み合わせることにより解決が叶能である

ことが明 らか となった。薬剤の コス トについて も，ホ

ットプレス温度を高くすることでかなり低 卜が叶能で

あることも明 らか となった。

これ らの ことか ら，九′IG 処理 は税目上中二で姑 も末 梢化

の吋能性の高い化学処理技術であると考えられる1

し平成元年度（一半戊 2 年 度ノ

（ 成形朴）

2 ．1．2 新しい化学処：哩木材の開発 （林野大プロ）

D c l ▼C l（）p m C n t O f a NcⅥ▼ChcmlCal

l ′Io〔11fi－Ca tl（）n〔）r Ⅵro（〕d

この課題は林野庁の大型 プロジェク ト研究「出産針

葉樹材の高付加価値化技術の高度化」に基づき，ij綿 1

6 3年度か ら実施 している。この課題は 人きく二一ノノ：二分

れてお り，一つは素材お よび処理材の耐久性の計価で

あり，もう－一一つは新 しい耐候・耐久処理才女術の問発で

ある。前者に関 L ては63年度から引き続 き，＃外・ノ岩

内での暴露を継続中である。暴露サンプルの一璃；を抜

き取 り，森林総合研究所に送付 して，色調変化などに

ついて測定中である。

後者の新しい化学処理については，林乾式験場では

パーティクルボー ドの寸法安定化をH 的とL てrj音jう己7ノ

た～IG 処理の木材素材への適用を検討「いである一

元年度 までの結果 として ＼′IG 処理 の最 適処艶 笑件

が一部明らかとなっている．。すなわち，軌1喜一キで払垣

ⅣIG 処理条件は以下のとおりである－J 桁媒はメタノー

ル，混合比は6 ：4 ～ 7 ：3 ，触媒としてはナトリウ

ム塩，反心温度と時間は，触媒位川時には，］6りて二，

3 時間程度が良い ことが明 らか となっている。そ♂）場

合の抗膨潤能（A SE）は70～80％程度であ／〕た、

2 年度は，耐朽性能について褐色腐朽蔚，白色腐朽

菌お。こび軟腐朽菌を川いて検討 した。その結果，九′IG

処群は腐朽型によりその効果は異なっており，褐色腐

朽菌フ「オウズラタケに対 して最も大きな効果を示し，

次いで白色腐朽，軟腐朽の順となった。

また，M G 処理は変形の固定にも有効であり，曲げ

加工 弓と施した木材の吸水・乾燥の繰 り返し試験の結

果，曲げを半永久的に固定することが明らかとなった。

この出走能を利用することにより，木製家具（特に屋

外等の過酷な環境‾‾F で任用する家具）のデザインの自

「 ［1度弓±大きく向上させることが叶能と考えられる。

今綬，M G 処理の優れた、J一法安定性および変形の同

左能を生かした用途について検討する予定である．。

岬絹1163年度～平成 3 年度）

（ 成形科）

2 ．2 耐朽性向上技術の開発

D e l ▼e l o p m e Il t r ）1－ I n l p r （）＼ 1 n g T c c h n o l o g ）′ O r

D t l r a b l l l t さ7

2 ．2．．1 トリコデルマ利用による新規防腐処理法の

開発

D e＼′rel叩 m en t（）f ト川 7 Pre se r ▼ヽatio n TビChniqtlC

ⅥTltll InlPe r fe ct fl、tln 乱 丁ァイ（・ね〃（ノダ門†tαS p p

トリコデ ルマは，－j二嚢菌 に属するカビの不完全世代

C りグループである。このカビは，他の微生物に対 して

拭抗作川を持つことがⅠ㌧くから知られているが，ニの

性質弓坤J糊して木材を防腐しようとする試みが最近増

えてお り，今後の発展が期待 されている。そこで，林

耗試験場でもトリコデルマを利印した木材防腐の手掛

か；ノミと得るため，昭和63年度から本研究を始めた。こ

こでは 3 年間の成 果の概要を述べるこノ

本研究では，まずいろいろな分離源か らの トリコデ

ル「7剛朱について，寒天培地 卜でオオウズラタケ，カ

ワラグケ，ナ ミダタケおよびヒイロタケに対する対晴

上洋秦を行い，それらの蔚に対する桔杭作用を調べたr）

次に選択した トリコデルマ歯株を川いて，木材 ヒで

の括杭作用を調べた′）すなわち， トリコデルマに暴露

した木材 をその まま木材腐朽 歯に暴露す る方法， また

はその道 の順に暴露す る方法， さらに トリコデルマに

－14 － 〔J H（）l（kzlld（）F（）r r）l・（）d R〔、SIns＝r（）151N（）4▼1991〕
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林産試験場の平成 2 年度試験研究成果の概要
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暴露後，ガス滅菌や加熱滅菌を経てから木材腐朽菌に

暴露する方法などである。

また，ナミダタケの被害を防止する目的で土壌処理

をトリコデルマで行った場合の効果について検討 し

た。この方法は，あらか じめナミダタケの繁茂 した土

壌培地上にあらたにトリコデルマ胞子懸濁液を混合し

た土壌を所定の厚 さにのせ，所定期間培養後にその処

理土壌をナミダタケ菌糸が貫通するか否かを検討する

ものである。以上の実験の結果，次のことが明らかに

なった。

（ 1）ナ ミダタケ被害材から分離された菌株やナメコ菌床

栽培の害菌として分離された菌株の中に木材腐朽菌に

対する括抗力の比較的強いものが見いだされノこ。

（ 2）上記で選択された トリコデルマ（T a ble l）の木材

腐朽阻止力は，先に トリコデルマが侵入した場合にナ

ミグタケ，オオウズラタケに対 して顕著であった

（ T ab le 2 ）。 ただ し， カワラタケやヒイ ロタケに対

する効果は小さく，腐朽を完全に阻I卜することはでき

なかった。すなわち， トリコデルマの木材腐朽阻ILニカ

＝き汀・〕W th o n p ar t o f th e su rrac e ，b u t

は，対象とする腐朽菌によって異なるため，多数の腐

朽菌に村する防腐を想定 した土台の処理などに使うこ

とは困難である。

（ 3）エJトレンオキサイ ドガスで トリコデルマを殺 した場

合でもナミグタケに対する効果は残されているので，

この場合の効果は トリコデルマの代謝産物に依存して

いるこ考えられる。

（ 4）木材中に既に木材腐朽菌が侵入している場合には ト

リコデルマの腐朽阻止力はほとんどか全 く示されな

かった。 したがって， トリコデルマ生菌に よる処理は

腐朽菌の侵入以前に行 う必要がある。

（ 5け ミダタケのみを対象 とする十壌処理の効果の一部

を示すとTa b le 3 のようになる。試験土壌の種類に

よ1）て効力に差があることが示された。その原因は不

明である。

（ 6に れまでの結果からナミダタケを対象とする土壌処

理には， トリコデルマの利用が 叶能であ ると判断 され

る。今後の課題として，その効力に影響を及ぼすと考

えられる他の微生物の長期間にわたる影響や， トリコ

ー16 ▼ 〔J・H okkal（lo Fo＝〕rod Reslns＝To15・No4、1991〕



林産試験場の平成 2 年度試験研究成果の概要

デルマの生長に影響をあたえるであろう栄養分添加の

是非などを検討する必要がある。

（ 昭和63年度～平成 2 年度）

（ 耐久性能科）

2 ．2．2 官能基導入による木材の表面改質の研究

I m prov em ent o f W o od S urface by

C h e m ica l M o d ific a tio n

木材は内外装材として広 く用いられている材料であ

るが，その耐久性は十分 とはいいがたい。そのため便

田する上での制限が多く，またさまざまなトラブルが

発生 しているのが現状である。

本研究は，化学修飾により木材に官能基を導人する

ことによって，木材の耐久性を向上させることを目的

としたものである。木材への導入官能基は，経済性，

簡便性，後処理 との関係を考慮して決定 した。

その結果，化学修飾としてカルポキシメチル化が最

適であることを見いだし，その処理条件を把握した。

この中で，エタノール・水混合溶媒を媒体 として低ア

ルカリ濃度下でカルポキシメチル化が可能であること

を見いだした。また，後処理の一つとして，金属導入

による耐水性，耐朽性の向上が考えられ，導入金属の

種類，導入条件を明らかにした（平成元年度）。

この中で，常温，常圧下で金属が容易に導入される

ことを見いだした。2 年度はエタノール・水以外の混

合溶媒を用いた場合のカルポキシメチル化の可能性と

導入金属の種類と処理材の吸水時の寸法安定性を検討

した。結果は以下のとおりである。

仰ビリジ ン， ジメチルホルムア ミ ド，ホルムア ミドで

はカルポキシメチル化反応は全く起こらなかった。

（ 2）ジ メチ ル アセ トア ミ ド， N － メ チ ル アセ トア ミ ドで

はわずかに反応 した。

（ 3）ジ メチ ル ス ルホ キシ ド， メチ ル セ ロ ソ ルブ ，ヘ キサ

メチルホスホリックトリアミドではエタノールと同程

度の反応性を示した。

（ 4）側鎖に対する金属の導入量を増加させても寸法安定

性の改質効果は認められなかった。

（ 5）処理材の吸水率は無処理材の1／3であった。

〔 林産試場報 第 5 巻 第4 号〕

（ 6）処理材には高いはっ水性が付与され，接触角は無処

理材では640であったが，A l では1260，F e（Ⅲ）では

1 300で あ っ た。 ち な み にテ フ ロ ンで は1100， シ リコ ー

ン系の塗料を塗布 したものでは990である。

（ 平成元年度～平成 3 年度）

（ 化学加工科）

2 ．3 耐火性向上技術の開発

D e v （三 1 0 p m e n t O f I m p r o v i n g T e c h n o l o g y o f

F ire Resistance

2 ．3．1 木質系防火戸の開発

D ev elo pm ent o f F ire DoorsMadeofWood

M ．ate r ia ls

平成2 年6 月，防火戸の試験方法と評価基準に関す

る建設省告示が改正され，これまで防火戸 として使用

することができなかった木製 ドアや木製サッシが使用

可能となった。そこで2 年度より2 年計画で木質系防

火戸の開発に着手した。

建築物の開口部，つまり窓や ドアは防火上の安定性

を確保するため，その構造に関していくつかの規制を

受けている。たとえばホテルやマンション，高層建築

物，デパーート，飲食店，集会場のように不特定多数の

人々が利用する建築物では，窓や ドアに防火戸を使う

ことが義務づけられている。また，木造住宅でも地域

によっては，窓に防火戸 を使うことが義務づけられる

場合がある。

防火戸はその防火性能によって甲種と乙種とに区分

されており，甲種は60分間の，乙種は20分間の耐火試

験によっで性能を評価し，あらかじめ建設大臣の認定

を得たものでなければ使用できない。今回改正された

防火戸の評価方法は次のとおりである。

（ 1）すき間，裏面側に達する亀裂などを生 じないこと。

（ 2）裏面側に発炎を生 じないこと。

（ 3）裏面側に著しい発煙を生じないこと。

（ 4）加熱終了後，重量 3 k9の砂袋による衝撃を与えられ

ても，有害な破壊，はく離，脱落のないこと。

建築基準法や消防法では，窓は乙種防火戸で十分で

あるのに対 し， ドアでは多 くの場合，甲種防火戸とす

一17 －



林産試験場の平成 2 年度試験研究成果の概要

ることが要求される。そこで，2 年度はまず木質系甲

種防火戸を開発するため， ドアに対する予備的な燃焼

試験を行った。

予備燃焼試験のための ドア供試体は次の仕様 とし

た。 ドア本体とドア枠 との間はケイ酸カルシウム系の

発泡材を使用 し， ドア本体には，①厚さ60mmの難燃処

理トドマツ集成材，②厚 さ60m の難燃処理カバ集成材，

（ 勤厚さ49mmの木材一無機複合材料 を使用 したものを供

試体とした。燃焼試験の結果，（丑については80分の遮炎

性をを示し，②についてはドア本体に大きな狂いを生

じてドアとドア枠との間の隙間から44分で燃え抜け，

③については57分にドアノブ取付部から燃え抜けた。

本試験の結果，木製の甲種防火戸の基準をクリアー

する見通しを得たので，3 年度には防火戸の製造基準

を作成する。 （平成 2 年度～平成3 年度）

（ 耐久性能科）

2 ．3．2 準不燃軽量内装材料の開発

D e v e lop m e n t o f F ire －P ro o fin g L ig h t P a n el

近年住宅の快適性が追求されることがますます多く

なってきているが，それに伴い建築材料 と住宅の工法

にも高性能化，高機能化が要求されるようになってい

る。

これまで，住宅の内装壁材料といえば石こうボー ド

が主流とな？ている。石こうボー ドは釘，ビスの保持

力，引き抜 き抵抗が小さく，また調湿機能が少ないな

どの問題点が指摘 されてきている。

本研究は難燃性能が準不燃グレードで，比較的軽量

な無機系のバインダーと木質小片 との複合内装材料の

開発を目的としたものである。

原料および製造条件は以下のとおりである。

バイ ン ダー

木質

水／セメント比

木質／セメント比

ボー ド比 重

ボード厚 さ

普通ボル トランドセメント

フレーク状小片（厚さ0．4mm）

0 ．6 ～ 0 ．7

1 ／2 ．6 ～ 2 ．8

0 ． 8 ～ 0 ． 9

9 ～ 1 2 m

ボードの材質試験結果から，木質の配合比が高いも

のほど強度（曲げ強度，曲げヤング係数，内部結合力）

が向上す る傾向であった。

（ 平成 2 年度～平成 3 年度）

（ 成形科）

2 ．4 強度向上技術の開発

D ev e lo p m en t of Im p ro v in g T ec h n o lo g y o r

M ec h a n ic al P ro p e rtie s

2 ．5 遮音・吸音性向上技術の開発

D e v e lo p m e n t o f Im p r〔Ⅳ in g T e c h n o lo g y o f

S o u n d In s u la tio n and Absorption

2 ．5．1 木質系遮音材料の開発 （共研）

D e v e l o p m e n t o f W o o d ＼r A c o u s t i c Panels

都市の過密化，産業の集中化，交通機関の高速化な

どによってさまざまな騒音公害が問題となってお り，

より快適な住環境へのこ－ズはますます高まりをみせ

てい る 。

本研究はそれに応える面密度の高い水質セメント

ボードの特徴を生かした木質系遮音材の開発を検討す

るもので あ る。

開発遮音材は厚さ12，18，24，36，48mmで，幅91×

長さL82である。材料は道環境科学研究センターの残

響室で，透過損失の測定によって性能評価を行った。

材料の1，000 H z における透過損失は以下のとお り

であ った。

1 2 1nm 3 5 ．3 d B ， 18 m m 37 ．O d B ， 2 4 mm 3 5 ．O d B
r

3；6 I n m 3 9 ．2 d B ， 4 ？うm m 4 ／ ．U d l j

今後はスチレン，ウレタンフォームなどとの複合化

を検討 している。

（ 平成 2 年度～平成 3 年度）

（ 成形科，北海道立工業試験場，北海道ラーチ（柵）

2 ．6 新性能付与技術の開発

D ev elo p m e n t of Technolo由es for Addition of

N ew Properties

－18 － 〔J H okkaldo Fol・ Prod Res lns＝ 70】5・ Noノ4・ 199 1〕



林産試験場の平成 2 年度試験研究成果の概要

3 ． 木質材料 と異種材料との複合化技

術の開発

R c s e a rc h and Development for Combination

o f Wood and the Other Materials

3 ．1 複合材の製品開発 と製造技術の確立

E sta b lis h m e n t fo r D e v e lo p ln g P ro d u c ts a n d

＼・lan ufacturin g T echn olo如es of C o m posite

九I a t〔 rゝ la ls

3 ．1．1 ゴムチップパネルの応用製品開発（共研）

D e v e l o p m e n t of Utilization of Co汀1pOSite

P a n e l w ith Rtlbber andⅥJood Particles

平成元年度では， ゴムチ ップマ ッ トの応用製品開発

の一つとして，他の衝撃吸収材料との複合化によって

1 ㍉‾り〔）d ビn Fl（）0「8川m

C o m 叩 Slte 九Tat 12mm

R C S】ave15りmnl

遮音効果を高めた防音床の用途開発研究を行った。こ

の複合マットの遮音性能は簡易測定ボックスで測定し

た。その結果，床遮音材料として有望であることが証

明された。

このため2 年度では，さらに複合マットの実用化の

可能性について検討するため，JIS A 1418「現場にお

ける床衝撃音レベルの測定法」に基づ く測定を行った。

（ 1） 床構造

床構造 としては，ポリエチ レンフォームとの複合

マットを下地材として，各種の仕上げ材を変えて作製

した。

これらをRC 構造．木造在来工法および2 × 4 工法

に施工し，遮音試験に供 した。その例は第1 図に示し

＼1 ’〔… d e ll F l（）（）r 8 m m

C o m p o s lte Nlat12mm
S t l一し1C ttla l 巨）lv Ⅵ 0 0 d

1 2 m m

3 0 0

R a ftc r－

4 5 × 1（）5

Ⅵro（〕d e TI F lo o r 8 m m

〔 林産試場報 第 5 巻 第4 号〕

第1 図 各種床構造
ト、ig ． 1 ITl o o r C o n s t r u c t lO n S

－1 9 －

R C 床 （No 2 ）

R C F l。。r （ N n 2 ）

在来床（No．8 ）

T r a d lt lC ．n a l H n u s p Floor（No8）

2 × 4 床 （N（′～16）

P la t fo r m Frame Construction

H o u s e Floor（N（）16）

C （）nl l）O S ite 帖 It 1 2 m m

S tru c t＿tla l P l y w o n d 1 2

l

l
l

⊂に
l

l4 こ）〇

R 之Iftc r　 3 8 × 2 3 5

G la ss Ⅵ・・rO O l l O O mm

P la st e r B 〔）a rd

】

l　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 l



林産試験場の平成2年度試験研究成果の概要

　　写真　床衝撃音レベルの測定
　Phote  Mesurement of impact Sound
 　　　　Level of Floor．

たとおりである。

(2)　試験結果

　測定試験は JIS A 1416に基づく測定設備と標準RC

構造体を備えている（財）日本建築総合試験所（吹田

市）で行った（写真）。各種床構造の軽量床衝撃音の

測定結果は第1表に示したとおりである。

　RC床構造の場合，床厚さは150mmが標準的で，こ

のRC床に複合マットを施工し木質フロアで床仕上げ

した。なお，150mm厚さのRC床の遮音等級はL80程

度といわれている。複合マットの厚さ12mmと18mmでは

遮音性能に大きな差異はなかった。しかし，木質フロ

アの厚さが8mmではL 60，12mmではL 70を示し，厚

〔J．Hokkaido For．Prod．Res．Inst．Vol．5，No．4，1991〕



林産試験場の平成2 年度試験研究成果の概要

さの効 果がみ られた。 また，N o．5 およびNr）．6 の二重

床タイプで もそれ ぞれ L 60， L 65であ った。

在来工法の場合，構造用合板に直接，厚さ12mmの木

質フロアを張 り合わせると IJ lOOであり，これに複合

マットや天井を施工しても改善量は 5 d B と小 さかっ

た。

2 × 4工法の場合，天井仕上げと天井空間にグラス

ウールを挿入し，厚さ8 mmの木質フロアで仕上げた場

合， L 80であった。

これらの測定結果から，RC 構造，在来丁法， 2 ×

4 工法ともに複合マットによる著しい遮音効果はみら

れなかった。R C 床に複合マットなどを施工 して木質

フロアで仕上げたものは L 60を示 したが，日本建築

学会での集合住宅における許容値の L 50， L 55には

達しなか った。

今後は，遮音性能をより向上させるために，ゴムチッ

プマットの原料構成および複合化材料の選択，床仕上

材などについて検討 していく必要がある。

（ 平成 2 年度～平成 3年度）

（ 成形科，北海道古土業試験場，（槻サンフロア工業）

4 ． 木質材料の使用マニュアルの充実

P cr fe ctio n o f U se－D ire cto ry forⅥrood

M ate ria ls

4 ．1 樹種ごとの材質評価

E v a lu atio n fo r WoodQualitleS by SpecleS

4 ．1．1 グイマツF 一類の材質評価

ⅥJo o d Q u a litle S OfGulmatSu Hybrid and Other

上αγ1ガS p e c le S

グイマツF lでは，若齢木についての調査で，これ

までに次のような点が確認されている。すなわち，こ

れらは，野ネズ ミの被害が少なく，樹幹が通直で生長

が良いなどの性質があり，造林木として優れている。

また，繊維傾斜度がニホンカラマツよりも小さく，句二

輪幅が広いにもかかわらず容積密度数が比較的人きい

ので，ニホンカラマツよりも強度性能が優れている。

こうした特長が，より高樹齢になった場合にも見い

だされるかどうか検討 した。

〔 林産式場報 第5 巻 第 4 号〕

平成元年度に東京大学北海道演習林から32年生のグ

イマツF lと，同一環境で育ったニホンカラマツおよ

びグイマツを各 2 本ずつ人手し，それらの基礎材質を

調査 した。その結果，年輪幅，容積密度数，繊維傾斜

度などについては，同一林分の立木について若齢時に

行った試験結果と同様な結果を得た。

2 年度は，収縮率試験 と強度性能試験（曲げ試験と

圧縮試験）およびデンシ トメーターを用いての容積密

度の測定を行った。その結果は以下のとおりである。

（ 1川又縮率試験の結果を第 1 表に示す。接線方向（t）

と半径方向（r）については，収縮率の大小関係は，

グイマ ツ＞ グイマツ F l＞ニホ ンカラマ ツであったが，

繊維方向（l）については，明確 な差はなかった。こ

の結果は若齢時に得られたものとほぼ一致していた。

（ 2）曲げ試験と圧縮試験の結果を第2 表に示す。曲げ強

さ，圧縮強さともグイマツの 2 本とグイマツF lのNo．

3 が優れていた。強さの大小関係は，グイマツ＞グイ

マツF l＞ニホンカラマツであ り，若齢時の結果と一

致してい た。

（ 3）容積密度を胸高部付近の山谷ニ方向で測定した。

いずれの供試木も，容積密度は髄から外側に向かっ

て増加 した。 しか し，ニホ ンカラマツ 2 本 とグイマツ

F 】のN（）．4 の増加は緩慢であった。

各供試木の平均容積密度は，ニホンカラマツが511

および524k9／㌦， グ イマ ツ F －が633 お よび 589k9 ／㌦，

グイマツが615および622 kg／㌦で，グイマツの 2 本と

グイマツF lのNo．3 が大であ った。

一2 1 一



林産試験場の平成2年度試験研究成果の概要
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林産試験場の平成2年度試験研究成果の概要

4．1．2　道南産材の材質評価

　　　　 Wood Qualities of Trees Grown in Southern

 　　　　Hokkaido

　道南地方に分布するヒバ，スギ，ブナの3樹種につ

いて材質試験を行った。

(1)ヒバ材

　収縮率および無欠点小試験体による曲げ試験，圧縮

試験を行った。

　含水率1％に対する平均収縮率は，半径方向が

0．13％，接線方向が0．27％であった。

　気乾比重は0．47，曲げ強さは790kgf／cm2，曲げヤン

グ係数は104×103kgf／cm2，圧縮強さは430kgf／cm2（い

ずれも平均値）であり，強度性能は日本で標準的な値

とされているものと同等か，それを超えていた。

(2)スギ材

　ヒバ材と同様に，収縮率および無欠点小試験体によ

る曲げ試験，圧縮試験を行った。

　含水率1％に村する平均収縮率は，半径方向が0．05

～0．14％，接線方向が0．15～0．33％の範囲であった。

　気乾比重0．31～0．49,年輪幅1．0～7．6mmで，曲げ強

さは311～813kgf／cm2，曲げヤング係数は24～109×103

kgf／cm2，圧縮強さは199～456kgf／cm2の範囲であった。

これらの値のうち，樹心部および，これ以外でも年輪

幅の広い部分の値を除けば，ほとんどのものがスギの

標準的な他として示されている下限値をクリアしてい

た。

(3)ブナ材

　道有林松前経営区で採取した7本のブナについて，

基礎材質試験を行った。また，無欠点小試験体による

　　　　　　

                     第1表　供試木の概要

    　　Table 1　The outline of tested trees

曲げ試験と圧縮試験を行った。

　供試木の概要は第1表に示すとおりである。なお，

いずれの供試木にも偽心材があり，No．4のそれは星

状偽心であった。No．4の樹幹には，虫の侵入した跡

があり，これが星状偽心発生の原因であると思われる。

　各供試木とも初期生長が悪く，当初の50～100年間

ぐらいは、年輪幅が1mm以下の場合がほとんどであっ

た。No．4以外の供試木では，生長の悪かった部分と

偽心材の範囲がほぼ一致した。このことから，偽心材

の出現は，生長状態の変化が一つの引金になっている

ようにも思われる。

　樹皮側から偽心材までの年数は70～100年，距離で

は10～15cmであった。このことは，この林の立木では，

この年数以上，あるいは，直径30cm以上のものに偽心

材の存在する確率が高いことを示唆していると考えら

れる。

　含水率1％に対する平均収縮率は，半径方向が0．13

～0．21％．接線方向が0．25～0．44％の範囲を示した。

また，平均値は半径方向が0．16％，接線方向が0．31％

であった。これらの値は，ブナの標準的な値として示

されているものとくらべ，最小値はほぼ同等であるが，

最大値は小であり，その結果，平均値で8～9％小と

なった。

　容積密度数は平均値が520kg／m3であった。

　気乾比重0．67，年輪幅1．8mmで，曲げ強さは890

kgf／cm2，曲げヤング係数は108×103kgf／cm2，圧縮強さ

は440kgf／cm2（いずれも平均値）であった。これらの

倍はブナの標準的な値として示されているものと同等

であった。なお，これらの値の半径方向の変動をみる

と，いずれも樹皮から10cmぐらいの距離のところに

ピークがあった。
　（平成元年度～平成2年度）
　　　　　　　 　（材質科）

〔林産試場報  第5巻　第4号〕



林産試験場の平成 2 年度試験研究成果の概要

4 ．1．3 広葉樹の材質に関する研究

W ood Qualities or Mizunara Trees Grownin

H o k k aid o

（ 平成元年度～平成 3 年度）

（ 材質科）

4 ．2 木質資材の各種性能の評価

E v aluation for PropertiesofWood Materials

4 ．2．1 製材強度の非破壊検査法の確立

D ev e lo p m en t of Nondestructive Method for

P r e d ic t io n o f L u m b e r S t r e n g t h

（ 平成元年度～平成 3 年度）

（ 材料性能科）

4 ．2．2 M G 処理パーティクルボードの建築

用部材としての性能評価

P r o p e r t ie s o 一九′I G －T r e a te d Particle－

b o a r d s

（ 平成 2 年度～平成 4 年度）

（ 材料性能科）

4 ．2．3 外構部材への木材防腐剤の適用

A p p lic a tio n （）f Ⅵro o d Preservati＼7eS t（）

T im b e r for OtltSide－Usc

木材を外構部材に使用する場合，適切な防腐

処理を行う必要がある。本研究は，北海道産材

に有効と思われるい くつかの防腐剤を選定 し，

その実験の効果を推測するために平成 2 年度よ

り新規に開始 した。

2 年度は，接地 して使用する外構部材の防腐

処理性能を評価する目的で， トドマツ辺材（1

×1 ×20cm）を用いて野外におけるステークテ

ストおよび一定温湿度条件（28℃，90％ R．H ．）

下で土壌に暴露する促進ステークテストを開始

した。

両試験における 6 か月後 までの無処理材の残

存強度，重量減少の経過 はTa ble l および

T a b le 2 のとおりである。促進ステークテスト

における材の腐朽速度は野外よりも早く，重量減少が

約6 倍，強度低下が約 2 倍になっている。

これらのステークテス トには既存 の木材防腐剤

（（：（：A JIS ty pe l， 2 ）の他に注入処理用として，

クロム・銅・ リン系 （CC P），クロム・銅・ホウ素系

（（二〔旧），界面活性剤＋銅化合物 （CT －87），塗布用

としてナフテン酸銅 （N －Cu），ナフテ ン酸亜鉛（N

一：乙n），パーサティツク酸亜鉛（Ⅴ－Zn），ヘキソネー

ト帝鉛（H －Zn）などを供試した。これらの薬剤で所

定量処理 したステークの 6 か月暴露後の平均被害度を

T ab le 3 に示す。

現在までのところ，促進ステークテストでCC A と

同程度の防腐効力を示 したものは CC P（2．4 ヲ占，1．2％）

とN －C u （1 ．0 ％） のみ で あ る。

Tablel Prog！「eSS Ofstrengthandweight10SS OfTodomatsu

（ A 加e 8 古aC Cわ8伽 eJ18J古）w o o d stakes untreatedin
t h e accele「ated－field－Sim山ato「test

CIlding Young’smodulusloss Weightloss

／r（三n釦h inbendlngteSt

k〔Lr／ cnf） E －〕lo ss（％） （％）

1 ．∃0 3 0

ウ4 9 9 ．4 3

二弓3 0 2 3 ．8

1 50 0 2 1 ．3

6

2

6

0

7

1

0

1

3

6

T a b le 2 P ro g re s s o f s tre n g th －a n d w e ig th lo s s o f T o d o －

m ．ats u （A 加e 5 8aC C／1a／／n e n8／5） w o o d stakes

u ［1tr e a te d in the tield stake test

e T l d i n g Young’smodulusloss Weightloss

二ru l如h lnbendlngteSt

仙f／cnf） E－〕10SS（％） （％）

1 ．ヨ0 3 0 0

1 1 4 6 5 ．0 3 － 0 ．5

1 1 2 6 8 ．0 2 0 ．6

1 1 1 6 1 8 ．9 1 ．2 4

－24 － 〔J Hokkaldo F（）r Prod Rcslns＝7015・No4I1991〕
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林産試験場の平成2年度試験研究成果の概要

（平成2年度～平成4年度）
　　　　　（耐久性能科）

4．2．4　カラマツ丸太・たいこ材の実大曲げ試験

 　　 　 （住木センター受託）

 　　　　Bending Test or Larch Log and Two－faced

 　　　　Sawn Lumber in Full Size

〔林産試場報　第5巻　第4号〕

（財）日本住宅・木材技術センターからの受託事業

で，丸太・たいこ材の実大曲げ強度性能を明らかにし，

強度等級区分法確立のための基礎資料とするために3

年計画で試験を行う。平成2年度は，サウンドアナラ

イザーによる生材時の丸太の動的ヤング係数の測定お

よび生材時の丸太の実大曲げ試験を行った。動的ヤン

グ係数は，110本のカラマツ丸太について測定を行っ



林産試験場の平成2年度試験研究成果の概要

た。

　測定結果は，82．6～139．1(平均113．8)×103kgf／cm2

の範囲に存在し，カラマツ材としては，大きな値であっ

た。実大曲げ試験は，このうち34本について行った。

　試験結果は，曲げ破壊係数445～625（平均519）

kgf／cm2，曲げヤング係数69～131（平均108）×103

kgf／cm2の範囲であった。

　カラマツ製材の建築基準法上の材料強度270kgf／cm2

と比較すると最低値で約1．6倍の値であり，許容応力

度に換算して150kgf／cm2程度が期待できる。気乾状態

にした場合，過去のデータから生材の値より1．3倍程

度大きくなると考えられる。曲げヤング係数と動的ヤ

ング係数の関係では動的ヤング係数の方が曲げヤング

係数よりも15％程度大きな値を示していた。

　　　　　　　　　　　（平成2年度～平成4年度）

　　　　　　　　　　　　　　　　（構造性能科）

4．3　木質資材の使用マニュアルの整備

  　　Making－up of Use－Directory for Wood Materials

4．3．1  木質板状材料の用途別必要性能の評価

 　　　　Evaluation of Wooden Boards Performance

 　　　　Required in Each Field

　木質板状材料としては合板，パーティクルボード，

繊維板（ファイバーボード），木毛セメント板，木片

セメント板などがあり，建築をはじめ家具，建具，電

機器，雑貨など多方面で使用されている。しかし，こ

れらの木質材料はプラスチック，鋼材など他材料との

競合も激しく，新製品，新用途などの需要拡大が求め

られている。

　一方，地球環境保全の見地から森林の保護・育成に

対する関心も強まってきており，木材の有効利用をよ

り一層推進しなければならない状況にある。

　また，貿易の自由化により，木材製品の輸入拡大が

避けられない状況になってきているが，これに対抗す

るためには，しっかりとした性能を持ち，特徴のある

製品をつくる必要がある。

　そこで，木質板状材料の需要開発および有効利用を

図るため，性能評価基準を作成し，これらの性能評価

を行ううえで必要な資料の充実を図り，それによって，

今後開発される木質材料（ボード類，単板をベースと

した板，異種材との複合材料）に指針を与えることを

目的に研究を実施した。

　木質板状材料について，建築郡材を中心として，用

途部位別の物理的・強度的必要性能，保有性能を各種

規格・基準・文献を調査・検討し，参考資料としてと

りまとめた。

　　　　　　　　　　　（平成元年度～平成2年度）

　　　　　　　　　　　　　　　　 （材料性能科）
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Ⅰ林産工業の体質強化を促進するための技術開発
T e c h n ic a l A s s is ta n c e fo r F o rtify in g o f L o c a l F o re s t P ro d u c t ln d u s trie s

1 ．生産技術の改善・ 開発

I m p ro v e m e n t a n d Developmentof

㍉ia n u fac tu rin g T e ch no lo由e s

l ．1 切削技術の改善・開発

t m p r o ヽre m e n t a n d D e v e l o p m c n t o f C u t t l n g

T ec h n o lo 卯 eS

有節材の表面仕上げ加エ

S tlperficial F inishing ror KnottyWoods

道産針葉樹材の用途拡大策の一つとして，内外装材

としての利用があ る。 しか し， カラマツ材お よび トド

マツ材には節が多い ことか ら，塗装 の素地調査 のた良う

の表面仕上げは困難を伴う。そこで，これらの有節材

を超仕上げかんな盤を用いて表面仕上げするときの適

i E 条件について検討を加えた。

この結果，カラマツ有節材を高速度鋼製丁具で切削

する場 合の適正条件 は，切削探 さ0．05mm，送材速度毎

分9（）nlであったL。切削深 さを欠 きくする と，切 i）屑 は

排出 しやすくなったが，節周辺の表面あらさは大きく

なった′、超硬合金製工具による適正切削条件は，本実

験の範囲では高速度鋼製⊥具の場合と同様であったく）

（ 平成 2 年度）

（ 加 丁二科）

1 ．2 破砕技術の改善・開発

I m p r（〕ヽ Te m 〔、n t and Dp＼relnpment of P111ヽ一〔、rizln只

T ec h n（）1（〕g lC S

1 ．3 乾燥技術の改善・開発

I n l f ）r O ＼7 e n l C ll t and Deヽ7elopmcntorr）rylng

T c ch n（）10 g le S

l ．3．1 構造材の乾燥技術の開発（林野大プロ）

D e＼Tel（）Pm e n t Of Dr）ring Technolo打for

S t r しI C t l l r a l I ノt l m b c r nr S〔）ftwnod

同産材を取 り巻 く環境は建築分野における木造率の

〔 休荏式場戟 第 5 巻 第 4号〕

低下，代替材との競合，輸入材の増大など厳しい情勢

におかれている。 しかし，国産針葉樹材は人工林材を

中心に供給量の増大が見込まれており，今後さらに国

産材の需要拡大を図 り，資源の有効利用を進めていく

必要がある。このため，本テーマは特に建築関連部材

の品質向上を目標 とし，構造材の乾燥技術，内・外装

材料の高品質化技術の開発を全国規模で行っているも

のである「、このプロジェクトは昭和63年度から4 年計

画で林野庁が実施 しているもので．平成元年度までは，

柱材の乾燥スケジュールの検討および乾燥コス ト低減

化に関する基礎試験を行ってきた一。また，小径丸太乾

燥についても検討 し，これについては別項で述べる。

2 年度は，元年度に引き続 き風巌変換による乾燥コ

スト低減化の検討，排熱の熱交換による省エネルギー

化試験および丸太乾燥技術の検討を行った。また製材

の含水率，寸法変化の調査を，製品市場 1 か所（2 回），

製材二「場 2か所，建築現場3 か所において実施し，取

りまとめ後，奈良県林業試験場（全国集計担当）へ送

付した。

試験研究成果の要約

（ 1）風量変換による乾燥コス ト低減化の検討

蒸気式乾燥装置（収容材積約2．5m 3）で風量変換に

よる乾燥試験を実施 した結果，乾燥口数は標準乾燥ス

ケジューール適用で12．8日，高温乾燥で8．7日となり，こ

れは先に風量変換を行わずに通常乾燥を実施した乾燥

日数にほぼ一致した。，これにより使用電力量は，従来

の条件（送風機周波数50 H z 一定）に比較して，いず

れも約50ラ石の節電効果が得られた。

（ 2）排熱の熱交換による省エネルギー化試験

乾燥装置の吸排気筒にヒー トパイプ式熱交換器を付

設し，蒸気量を付設前と比較したところ，標準乾燥条

件では約25ヲ占，高温乾燥条件で約15％の節減効果を得

た。／卜後は吸排気量と交換効率の関係を検討する。

（ 昭和63年度～平成 3 年度）

一27 －



林産試験場の平成 2 年度試験研究成果の概要

（ 乾燥科） なかった。

1 ．3．2 小径針葉樹丸太の乾燥に関する研究

S tu d y o n D r y ing fo r SmallSoftwoodLogs

木材乾燥の難易は，被乾燥材の樹種，材種特性に極

めて大きく影響を受けるが，大部分の材は乾燥時間の

長短は別にして，適正な乾燥条件を与えることにより

乾燥は可能となる。しかし，心掛 り，心持ち材，丸太

材の乾燥技術は容易なものでなく，特に丸太材につい

ては従来から通常の温度域での乾燥は不可能とされて

きた。そこで，本研究は乾燥スケジュールの最初から

高温度城（100℃以上）で行う人工乾燥の検討を行った。

まず，予備試験により割れ発生の最も少ない温度条件

を求めた。その結果，約150℃近辺の温度条件での割

れ発生が最 も少なかったことから，以後の試験は150℃

を基本として乾燥条件の検討を行った。

（ 1）試験条件

供試木 ：カラマツ， トドマツ丸太（径級14～20cm，

長さ90cm）， 1条件各4 ～ 5 本

温湿度条件 ：乾球温度150～70℃，湿球温度95～50℃

試験装置 ：小型乾燥機 （使用温度範囲30～200℃）

（ 2）試験方法

割れ発生防止の条件を求めるため，上記温湿度条件

内で種々の乾燥スケジュールを作成 し， このスケ

ジュールと供試木の含水率段階との関係から適正 と考

えられるスケジュールの検討を行った。

（ 3）結果と考察

割れの発生程度が実用的に問題ないと判断できた条

件は，乾燥初期に高温，高湿条件下（T ：150℃， T ”

：95℃）で乾燥，供試木の含水率が20％程度まで低下

後は中温下 （T ：70℃，T ”：64～55℃）で最終含水

率まで乾燥するという条件であった。結果の概要は

①カラマツ小径丸太については，実用的レベルで満足

し得る品質の乾燥が可能であった。

②気乾含水率程度 までの乾燥時間は，現在のところ4

～6 日間であ る。

③乾燥後の丸太から製材品（105mm角）を探材 し，寸

度変化について測定 したが特に大 きな問題は認められ

④トドマツ小径丸太については，顕著な割れ防止効果

は認められたもののカラマツに比較すると若干割れの

発生頻度は高かった。

⑤莫大材での予備試験においても割れ防止効果は顕著

に認め られた。

（ 平成元年度～平成 2 年度）

（ 乾燥科）

1 ．一l 注入技術の改善・開発

I m p r o v e m e n t a n （1 D e v e l o p m e n t o f P r c s e r ＼T j n きぎ

T ec h n o lo g leS

l ．4．1 熱処理材の W P C 加エの検討および性能評価

（ 民間受託）

T h e Properties ofWPCⅥrlth SteamedⅥ′Tood

（ 平成 2 年度）

（ 化学加丁科，接着塗装科，加‾仁科）

1 ．5 接着技術の改善・開発

I m p r o v e m c n t a n d De＼7elopmentofGluing

T ec h n o lo g ies

1 ．6 表面処理技術の改善・ 開発

I m p ro v e m en t a n d DcvelopmentorTreatment

T ec h n o lo g ies forWood Surface

l ．6．1 漂白処理技術の改善

I m p ro v e m e n t o r T ec h n iq u e ln B lea c h in g

T re atm en t

木材加工の現場において釘，刃物，t 具，機械設備

などの鉄製品との接触で鉄汚染が起こることがある。

これをシュウ酸で除去 した後，リン酸水素一ナトリウ

ム処理で色戻 りは防＿l卜されたが、塗装して使用 してい

るうちに，塗膜が白く濁ることや，カバ材では赤変す

ることがあった。そこで，この漂白処理による塗膜の

自化および赤変を防止することによって，家具製造業，

塗装仕上げをする集成材製造業および建築塗装業など

における製品不良率の軽減による収益率の向上を目的

に試験を行った。
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　林産試験場の平成2年度試験研究成果の概要

　平成元年度は塗膜の白化防止を検討した。ナラ，カ

バ，カラマツ素材に人工的に施した鉄汚染を3％シュ

ウ酸溶液→5％リン酸水素一ナトリウム溶液で除去し

た後，各種のポリウレタン樹脂を塗装し，これを高湿

度室に入れて経過時間ごとの色，光沢の変化，白化の

状態を測定した。その結果，下塗り，中塗りには塗料

中に顔料を含まないウッドシーラー，クリヤーを用い

て塗装するのが良いことを見いだした。

　2年度はカバの赤変防止を検討した。濃度の異なる

シュウ酸の塗布量を変えたカバつき板合板について，

赤変の発生条件を調べた。1％シュウ酸溶液を50g／m2

以上塗布すると室内光で赤変が観察された。この時の

カバ材表面のpHは約20と強酸性側であった。シュウ

酸の濃度が高く，塗布量が多くなる程赤みが増した。

この傾向はリン酸，次亜リン酸，亜リン酸でも同様に

観察された。したがって，赤変はカバ材とシュウ酸と

の特有の反応ではなく，酸ヤケによるものと結論され

る。

　赤変防止の条件を見いだすため，鉄汚染のないカバ

つき板合板に3％シュウ酸溶液を80g／m2塗布し，PH

を0．4程度としたものについて，次の3種類の処理を

施した。

(1)固しぼり・ぬれぞうきん，水ぶきによるふき取り

(2)5％または10％リン酸水素一ナトリウム溶液塗布

(3)5％リン酸水素二ナトリウム溶液塗布。

　次いで(2)，(3)に塗装を行い、未塗装材とともに日光

暴露，暗所放置，高湿度室放置で処理後の経時変化を

観察した。

　鉄汚染除去後の赤変防止処理面の酸性度をみると，

(1)についてはほとんど改善されず，(2)についてはpII

1．8とやや改善されたが不十分であった。(3)について

は

約pH3．8となり日光暴露による変色も起こらなかっ

た。鉄粉を用いて人工的に汚染を施したカバつき板合

板に3％シュウ酸溶液を80g／m2塗布したものに5％

リン酸水素二ナトリウム溶液を80g／m2塗布した場合

でも赤変防止と色戻り防止の効果が認められた。した

がって，カバ材の鋏汚染除去に伴う赤変は鉄汚染を除

上したあとで，アルカリ側の溶液である5％リン酸水

〔林産試場報　第5巻　第4号〕

素二ナトリウム溶液を塗布することで防止できる。

　　　　　　　　　　（平成元年度～平成2年度）

　　　　　　　　　　　　 　　　（接着塗装科）

1．6．2　木製窓，ドア等外装用木材の表面保護処理

　　　   法の開発（共研）

　　　　 Development of Surface Preserving Treatment

　　　　  of the Exterior Woods

　　　  （Woody Windows，Woody Doors and Other

 　　　　 Woody Products）

　近年，住宅の高断熱化に伴い再評価されている木製

の窓，ドアなどの需要拡大を図るためには，耐久性を

向上させることが必要である。一方，常温乾燥型のフッ

素樹脂塗料が木材以外の分野で広く使われ，優れた耐

候性を示している。そこで，フッ素樹脂塗料と外装用

として実績のある塗料を用いた，外装用木材の表面保

護処理法の設計と性能評価を行った。

　検討した表面保護処理法（塗装仕様）は，下塗り，

中塗りには市販されている外装木材用塗料8種，木材

保護着色塗料1種およびシリコン系はっ水剤2種を組

み合わせて塗装し，上塗りにはフッ素樹脂塗料と比較

塗料を用いたものである。被塗装材には人工乾燥後含

水率を12％に調湿したカバ，カラマツひき板を用いた。

　塗装した試験材の表面形状を観察，光沢および色を

測定した後，2とおりの促進耐久試験によって，塗装

仕様別の塗膜の耐久性能を比較した。

　まず塗装作業に支障がなく，初期の塗膜物性が良好

な試験材について，1サイクルの試験条件を105℃加

熱4時間→70℃温水浸せき2時間→冷水浸せき30分→

－20℃凍結16時間→ウェザーメーター処理22時間とし

た促進サイクル試験を行い，目視観察と色差，光沢度

を測定した。

　次いで促進サイクル試験10サイクル後、塗膜が健全

に保持されていた塗装仕様について新たに試験材を作

成し，ウェザーメーター処理（216時間の処理が屋外

暴露1年に相当）を行い，目視観察と色差，光沢度，

はっ水性を測定した。

　これらの試験の結果，フッ素樹脂塗料を塗装すると



林産試験場の平成 2 年度試験研究成果の概要

きの下塗り，中塗りには，ポリプタジュン系樹脂塗料

または保護着色塗料が最良であることを見いだした。

また，これらの塗装仕様では，屋外暴露 6 年に村当す

る時点でも塗膜の割れや白化はなく，はっ水性を維持

して い た。

（ 平成 2 年度）

（ 接着塗装科，旭硝子株式会社北海道建材研究所）

1 ．6．3 R C （レジンコート）処理による表面処理

コンパネの開発（共研）

D e ヽre lo p m e n t of Concrete－Form Pニ1nCICりat（、d

w ith Resin

コンクリー ト工事の型枠には，金属，プラスナック

なども使用されているが，その‾ト流は合似である〕型

枠に使用する合板は，コンクリー ト型梓川合枚（以下

コンパネという） として JA S でその性能が規七され

てお り，最近では，塗装 コンパ ネの生産が急速に増加

している。 これは， コンパネの原料である南洋材資源

の減少，質的低下によるところが大きいが，判件の転

用凹数 を増加 させ たい，平滑 なコンクリー ト什 卜げ血

が欲 しいという使用者イ則からの要望もある

ところで， コンパネに限 らず， －・般に」＼材 を l二業的

に塗装することは容易ではない。韓装コンパネの塗料

は，ポリウレタンまたはアクリル塗料が多く，いずれ

も有機溶剤 を使用する獲料である、。有機溶剤 の仲村の

際には工程内に排気 設備 を必要と し，洗浄を初めその

作業性，取り扱いは才子易ではない．ごまた，乾燥 げiミで

は多大のエネルギーを， H 然乾燥による場合は良い乾

燥時間を要す るっ

そこで，第 1 図にホすように，水溶性の熱触化性械

水溶性樹肘

コンパ 不

脂に充填剤を配合した樹脂液をスプレッダで塗布し，

ホットプレスで加熱圧縮することによって，合板表面

に均一で平滑な樹脂膜を形成，硬化させる方法を考案

した。平成 2 年度は，この方法で表面に樹脂をコー ト

した コンパ ネ（以下 この加 工 をしたコンパ ネをR C コ

ンパネという）の製造，件能および建築現場での実用

化試験を行った。

小梨道 について

製造面については，適切な樹脂の選択 と充填剤の混

合割合，適切な塗布量と加圧，加熱条件についての検

討を行った。その結果，以下のことが明らかになった。

・ カベースとなる樹脂 としては，価格，作業件などの面

からユリア樹脂接着剤 とフェノール樹脂接着剤を選択

した。なお，樹脂膜に可矧年を付ノiするため，ベース

の樹脂 10（）部に対 して，水性高分 丁一－イソシアネー ト

系木材接着剤を75那混合すれば良いことが判明 した。

／む充填剤にタルクを使刷すると，目1卜め効果が向上し，

′卜麦粉， クルミ粉 を佗悶 した場合よ り本 目的には適 し

ていた。 そのi見合割合 はベー スの樹脂100部 に対 して

川～50部が適 当であったr、

郭壌 和音 は22～24 g ／900（－ぷが過 ごlうであった。

¢難件温度はユリア樹脂では12（）℃，フェノール樹脂

では140℃が，圧力 は4（ ′5 kし1r／cポが適当であった。

1 ‘2）性能について

］R（ニコンバネの性能 を測定するため，コンパネの

J A・S に準 じて案熟練 り返 tノ試験，平曲引張り試験，耐

アルカリ試験を実施 したほか，鉛筆栂度試験，曲げ強

度】∫モ験，セメント硬化不出試験も行った。その結果は

以卜の とお りであった．。

／1二葉熟練 i）返し試験の結果，樹脂だけを塗布した R C

／巨≡∃、＼ゼ
スフ レノダ グラスマ ット丈は／イ、織布

⊂灯琶ヨ ／「
韓不J

ホットプレス熱根

ホットプレス熱根

付締

第1 図 R C コンパネの製造方法

f T ig l r）r（）（1tlC t mPth〕（ユ（）＝‾（－ヽ1Tl川al（、（】concrcte－formI）anel

l ／ ア ブ「 ∫ン シ 」 ト√樹脂層

一∈ ≡ ≡

R C コ ン パ ネ

ー30 一 〔J H（）kkal〔1（）ト1（）r P－て）（】R〔ゝIl－S＝T（〕15I＼0－1、199り



林産試験場の平成 2 年度試験研究成果の概要

コンパネは割れが生じやすいが，樹脂膜中に薄いグラ

スマットまたは不織布を挿入すると割れ防」I二に効果が

あることが判明 した。

（ 丑樹脂膜の付着力はJA S の基準に合格したしノ

し耳アルカリ試験では，メラミン粉末を5 ～川％添加す

ると変色防止に効果があった。

こ蔀鉛筆硬度試験では，市販のコンパネより高い表面硬

度が得られた。

し耳R C コンパネの曲げ強さは，いわゆる モ牛板ミよ古）

若‾f二優れていた。

・ ：疎R C コンパネは，台板がセメント硬化不良を生 じる

樹種でも，硬化不良を防ぐことができた、。ただし，樹

脂膜 に割れが生 じない ことが必要である。

（ 3） 実用 上の問題点

実大サイズの R C コンパネを，マンション建築現場

と十木＿⊥事硯場で実際に使用 して，実用上の問題点を

探った。その結果は以 卜のとおりである。

（ 丑ベースの樹脂がユ リア樹脂 とフェノール樹脂では，

その間に差 は認め られなかった。

（ 杏樹脂膜の割れ，コンクリートの変色など実用＿1二問題

となる欠点 は生 じなかった、ニ

⑨塗装コンパネに比べ，脱型がやや困難で，コンパネ

の表面 にコンクリー トが付 着す ることが多かった。

（ 平成 2 年度）

（ 合板科，ニヘイ合板ヰ札 オージー化学工業牌））

1 ．7 新加工技術の改善・開発

l ）e ＼7e lo p m cn t o f N c Ⅵ′P ro c e ss in g T e c h n o lo 卯 e S

2 ．生産工程の合理化

R a t l O n 乙11 i z a t io n or九1anufacturing ProcessしS

2 ．1 製材工程の合理化

Ⅰ～a tl O n a li z a t i（）n OfSallTlng Pl‾OCeSS

2 ．1．1 画像処理による形状選別技術の自動化

（ 地域システム事業）

¶le Autonlate〔】1tcllnOlog）’rOr

九′1 c a s u r i n g and SoIllng Sawn Tlnlber

人工林材の増加，天然林材の低質化により，消矧京

「 林産式場報 第 5 巻 第4 〉J－1

木本数の増加傾向に加えて，曲がりや径級のバラツキ

なども大 きくなり，手作業による計測が困難になって

きて い る 。

このため，製材工程の中で問題となっている製材の

形質を自動的に判別する装置を開発し，牛産性の向上

を図る方法の検討を行った（〕

これまでに耳付 き材の木取 りの自動化を目指し，形

」ノミと欠点を自動的に測定 し木取 り方法を計算する自動

形状選別装置を試作 し，形状および節の測定が可能で

あることを確認した。

平成 2 年度は自動形状選別装置の機能向上のために

プログラJ、の改良を行うとともに，装置の実用化の可

能性を探るために連続運転試験 を行い測定精度および

等級推定の有意性の確認を行った。

（ 1） たい こ材処理の追加

たいこ材の場合は画像処理を行って得られるメリッ

トよりコストがかさむことによるデメリッ トが大き

く，材積歩留まりによる木取 り決定を行う方が有利と

判断した。なお，同一一一ラインに耳付 き材とたいこ材が

流れる場fナを想定し，両者を区別したいこ材の場合は

形状測定だけ行うプログラムに変更した。これにより

連続運転で耳付き材は約20秒ごと，たいこ材は11秒ご

とに測定することがで きるようになった。

（ 2）連続運転試験

試作機を用いて耳付 き材の連続測定を行い，得 られ

たデータから昭和63年度に作成した最適木取りプログ

窮1表 推定等級と実測等級の比較
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林産試験場の平成 2 年度試嚇研究成果の概要

ラムで決定 した木取 り方法に基づ き実際に耳付き材の

小割 りを行った。／ト割 りした製品は JA S 等級で格付

けを行い，最適木取 りプムグラムの推定した等級との

比較を行った。結果を第 1 表に示す。この表では，実

測等級より推定等級が 2 段階上になった場合を＋ 2

l o g scan11er a t lt O イ1 e t）O t（ 1n g ）

1 tlt〔）C a n ts

N l ビa S t11で S ＼・St亡1111

」」
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sa l ＼ n l l l l l ll g

〔1 a t 乙1 l l Il k

（ 例えば，実等級 2 等に対し推定等級特等である）と

いうように表わしている。

この結果，推定等級と実測等級が同じ（適正評価）

となったものの出硯率は32％と約1／3であった。利用

上安全側となるマイナス（過小評価） となったものは
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林産試験場の平成2年度試験研究成果の概要

41％で，逆にプラス（過大評価）となったものは27％

であった。

　過大評価の原因としては，節を節以外の欠点と認識

したり，認識できなかったことによる。これに対し，

過小評価の場合は，木裏の節から木表の大きさを推定

する際，実際より大きく推定することが主な原因と考

えられる。

　今後，画像処理による節の認識率を改善することで

過大評価の割合を減らすとともに，過小評価について

は節の成長を正確に把握する方法を検討することで，

より実用的なものとすることができると考えられる。

(3)実用機の設計

　試作機の性能および測定技術の調査結果などを踏ま

え，今回試作した自動形状選別装置を中心に，前後の

第2図　製材データのネットワーク
Fig．2　The network of sawmill data

〔林産試場報　第5巻　第4号〕



林産試験場の平成 2 年度試験研 究成果の概要

付加装置等も含めた実用機の検討を行った。付加装置

としては，材料の位置を決める位置決め装置，材料の

搬送 タイミングを図るス トッパーが必要となる。

試作機のコンベアはベル ト式であったが，実用機で

はローラ式とする。幅測定の CCD センサはコンベア

の下側に取 り付けローラの聞から測定する形とし，耳

付き材は木裏面を上にして搬送する。 CC D センサお

よび CCD カメラ部分は外部光の影響を少なくするた

め暗箱で覆い，中に照明を取り付ける。

（ 4） 新しい製材工程の提案

今回設計を行った自動形状選別装置の実用機を組み

込み，また調査によって得られた既存の技術をもとに，

製材ライン全体の省力化を図る製材システムを検討し

た。第 1図にラインの概略を，第 2 図にコンピュータ

によるデータ管理のネットワークを示す。このように

原木から製品までをコンピュータを用いて一貫 して管

理することにより省力化，効率化を図ることができる。

自動形状選別装置はこの中で，これまでは両立させる

ことが難しかった生産性 と価値歩留 まりの両者を向上

させる役割を担うことになる。

（ 昭和61年度～平成 2 年度）

（ 製材科）

2 ∴ 2 熟練技術者の技術を取り入れた新 しい製材工

程監視技術の確立

S tu d y on the Feed－Speed Controlin Sawing

w ith a Bandsaw under the Application of

T e c h n iq u e ofthe Expert

帯のこ盤による切削工程の自動化を図るためには，

これまで熟練技術者の経験と勘にゆだねられていた帯

のこ盤操作を計数化 し，切削状態の適切な制御を行う

必要がある。平成元年度までに熟練者の製材作業中の

帯のこの挙動および送材速度，切削所要動力などを測

定した結果，ひき曲がりの有無が送材速度を決定する

重要な要素 となっていることが明らかとなった。

熟練者がひき曲がりの程度を知る方法としては，目

視あるいは音（切削音）の変化が考えられるが，目視

の場合，操作員は切削位置から離れたところ（一般的

にほ2 m 前後）で操作を行っているため，のこ身の微

小な変位を認識することは極めて難しい。また，音に

関しては，切削中の騒音を測定し，ひき曲がりが生じ

たときの音の変化について検討した結果，通常の切削

状態との判別は困難であった。

そこで， 2 年度はひき材中のひき曲がり（帯のこの

横変位）を表示する装置を用いて，ひき曲がりの状況

を祝覚情報として操作員に提供し，その有効性につい

て検討した。

試験方法はエゾマツ， トドマツ材各7 本（末口径級

4 0c汀前後，材長3月5m ）を厚さ20cmのたいこ材にひき

割り，厚さ12mmの板を採材する際のひき曲がり量およ

び送材速度を測定 した。製材方法はひき曲がり量の指

示を見ながら送材速度を調整する方法 と通常のひき材

方法の2 条件で行った。ひき曲が り量は，下部セリ装

置位置に取 り付けた非接触式変位計の測定値から実際

のひき材位置の変位量を求めた。

ひき材中のひき曲が り量の指示は，市販のひき曲が

り測定装置（非接触式変位計および表示部，センサの

取り付けは上部セリ装置位量）を使用した。なお，ひ

き曲が りの限度は，±0．5mm以内 とした。

第1 図はエゾマツ・ トドマツ全体の送材速度とひき

曲が り量の関係を示したものである。ここでのひき曲

がり量は，振れの方向にかかわりなく1 回のひき材の

最大値を表している。

ひき曲がり量は熟練者が通常のひき材カー法で製材し
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林産試験場の平成2年度試験研究成果の概要

た方が少なく平均0．66mm，ひき曲がり表示装置を使用

した場合は平均0．97mmであった。

　送材速度については，通常製材の場合が平均

34．3m／min，ひき曲がり表示装置を使用した場合は平

均39．2m／minであった。

　以上の結果，ひき曲がりに関しては熟練者の技術が

優れていることが分かったが，今回使用した表示装置

では0．5mm以下の表示がないため，送材速度の操作が

遅れる傾向があり，表示スケールの改良によってはひ

き曲がり量の軽減が可能と思われる。

　なお．同一条件でのひき材にもかかわらず送材速度

のバラツキが大きいことから，被削材の物性値（比重，

容積密度数，含水率，年輪幅）を測定し，送材速度と

の関係を調べた。その結果，エゾマツ，トドマツの各

物性値と送材速度の相関係数は最大でも0．49と低い値

を示し，今回の実験での物性値と送材速度には相関が

ないことが分かった。したがって，バラツキの原因と

しては，物性値には現われにくい節やあてなどの影響

が大きいものと考えられる。

　帯のこ製材の自動化を図るひとつの方法として，ひ

き曲がり量による送材速度制御がある程度有効である

ことが分かったが，実用化を図るためには，のこ歯の

磨耗状態や損傷などの監視技術の確立が今後の課題で

ある。

　　　　　　　　　　（昭和63年度～平成2年度）

　　　　　　　　　　　　　　 　　　（製材科）

2．2　乾燥工程の合理化

  　　Rationalization of Drying Process

2．2．1  連続測定型センサによる水分管理

　　　   技術の確立（地域システム事業）

　　　   Studv on Development or a Moisture ControI

   　　　 System by a Sensor Suitable for Continuous

 　　　　 Measurement

　すでに木材乾燥の重要性については全国的に共通認

識となっており，木材の乾燥はもはや製品化のための

必要絶対条件とみられるようになった。しかしながら

人工乾燥が行われている場合でも，その品質が全体的

〔林産試場報　第5巻　第4号〕

にチェックされないまま，市場に流通している場合が

多いと考えられている。乾燥材の品質を保証すること

によって，生産者と需要者の信頼関係をより強固なも

のにすることは明らかであるし，製品価値を高める手

段として極めて有効であると考えられる。このような

背景から，昭和61年度から5年計画で乾燥材の水分

チェック機構として汎用性の高い連続型自動水分測定

装置の開発研究を実施した。

　61年度は，製材の水分（含水率）を測定するセンサ

を原理，種類，用途の角度から検討した。また水分管

理システムの概念設計を行い，高周波水分計を応用す

る方法と製材比重から含水率を推定する方法の２案を

提案した。

　62年度は，概念設計で提案した２案について実用面

からの検討を行い，その結果，接触式の高周波抵抗式

水分計を応用した測定法の開発に目標が絞られた。木

材比重から含水率を推定する非接触方式は，全乾比重

値を精度良く推定する方法が見いだせなかったことや

製作コストが高いなどの理由により，概念設計のみで

終了した。さらに，高周波抵抗式水分センサの試作を

行い，測定精度の向上と本装置に適切な形状について

検討を行った。センサと結ばれる水分計測機器は㈱

ケット科学研究所製（HG－100）を開い，水分値補正

の適正方法を検討し，測定精度を高めるための補正式

を導いた。また一連の装置の詳細設計を行い，連続測

定ラインの制御方法などについて検討を行った。

　63年度は、詳細設計に基づき搬送・水分測定，振り

分け，システム制御各部からなる連続型自動水分測定

装置を試作し，かつ適正な動作を統括する制御用プロ

グラムを作成した。また開発した装置を用い，測定精

度向上のための試験を実施し，ほぼ実用可能な精度（±

3％）を得ることができた。

　平成元年度は，高周波抵抗式含水率センサについて

検討を加え，製材と電極部の接触性，および耐久性に

優れた改良型センサを開発した。このセンサを用い実

際工程を想定した総合運転試験を実施し諸性能を確認

した。これにより材温補正の手段について再検討する

必要性が確認されたが，装置機能自体は問題がなく，



林産試験場の平成2年度試験研究成果の概要

おおむね所期の目標が達成でき実用が可能と判断され

た。

　2年度は，材温補正技術の適正化ならびに乾燥工程

の自動化に対する評価を行い，報告書を作成した。

(1)材温補正機能の付与

　元年度，水分計指示値は材温の影響によって正の回

帰直線で変化することが確認された。これを材温補正

として機能させるため，得られた温度補正係数をRO

M演算処理によって水分計測機器に付与する必要性が

生じた。この演算処理手順は次のとおりである。

①　温度補正処理の方法

　生の水分信号を仮水分値として，測定環境が常温で

材温がそれに十分近似しているなら，この値は真値と

なり得るが、温度差が生じた場合は基礎実験から得ら

れた次式を用い温度補正係数を求め，1℃当たりの水

分値の変化量としてあらためて水分値を算出しなけれ

ばならない。

　　　　K＝0．01212×M－0．01827

　次に温度信号を水分計測機器から入力し，次式から

温度補正後の水分値(含水率)を求める。

　　　  U＝M＋(20－T)×K

　ここでKは温度補正係数，Mは樹種，材種別の補正

を行った後の仮水分値(％)，Uは温度補正後の水分

値(％)，Tは温度(℃)を示す。

　これらの温度補正機能はROM演算処理によって水

分計測機器に付与させ，自動計測を可能とした。

②　温度補正試験

　この温度補正機能を使い，低温(約0℃)，高温(約

45℃)状態にそれぞれ調整した試験材を用い測定試験

を実施した結果，適正温度を入力することにより水分

計指示値は真値にほぼ近似し，温度補正効果が認めら

れた。よって，人工乾燥直後と低温環境下の水分管理

工程においても，本装置は使用可能と判断できた。

(2)連続型自動水分測定装置の実証試験

　改良した水分センサを用い，元年度同様に連続運転

試験を行い，測定精度を確認した。なお試験は常温下

で，送材速度25～30m／minの範囲で行った。

①　測定精度試験

　第1図に示すように全乾法による含水率と水分計指

示値との関係は、各材種ともほぼy＝xに対応した高

精度の測定値が得られ，当初目標の±3％以内（水分

計指示値－全乾法含水率）を十分満足する結果となっ

た。この図は樹種・材種を区分なくまとめたもので，

測定精度の分布を正規分布とみなし，精度の平均値の

区間推定を行った結果は第1表のとおりである。これ

により信頼度99％において測定精度の平均値は±1％

以内に入り，十分な性能値と判断できる。

②　装置の実証化

　開発した連続型自動水分測定装置は，10月に林産試

験場から北海道木材高度利用技術研究組合が建設した

FA化工場(芽室町)移設し，住宅用パネル組み立

て工程の前に配置した。これにより実際のパネル部材

を用い測定試験を実施した結果，装置各部は適正に稼

働し，測定精度においても林産試験場設置による連続

運転試験結果同様の性能が得られ，問題の発生はみら

れなかった。

(3)水分管理の高能率化・信頼性向上に対する評価

①　含水率計の性能基準への適合試験

　開発装置の評価基準として，日本住宅・木材技術セ

ンターが実施する「含水率計の性能基準」に従い適合

試験を実施した。この基準は建築用針葉樹製材品の「乾

燥材」の水分測定に使用される高周波含水率計の性能

検定に適用することとなっている。

〔J．Hokkaido For．For．Prod．Res．Inst．Vol．5，No．4，1991〕



林産試験場の平成2 年度試験研究成深の概要

第1 表 連続水分測定試験による測定精度の平均値の区間推定
T a b le l Statisticallyestimated rangesofpIでCisencsso〔M．C．valuesobtainedfromthe

c o n t in io u s measurenlCntS teSt

N o te） ～†a n a gc d co n d itio n h as m a d e 3 0 ％九′′Ⅰ、C 、（肌 C n－d ry in g m eth o d ） oT・ 1es s．

改良型センサを用い性能試験を実施した結果，適合

基準 をいずれ もクリア した。 よって，本装置 は建築川

針葉樹製材品の「乾燥材」の水分測定に使用される含

水率計の性能を満たすものと認められた。

（ む 工業所有権の取得

元年度に改良した水分センサについては，「製材の

連続型自動水分測定装置における含水率センサ」の名

称で，実用新案の取得手続きを行った。

・ ③ 新しい乾燥丁程の提案

最後に，本開発品を含めこれから将来に向けた乾燥

＿丁二程における新技術もしくは望 ましい工程像 として，

次の技術 を連続的にラインに導人することを提案し

た。

○自動桟積み（降ろし）技術

○乾燥操作の自動化（蒸気式乾燥装置の日動制御）

○水分管理技術（例えば本開発技術）

○予備乾燥技術（ストック庫・ ソーラドライヤなど）

これら各＿1二程の選択には各企業の生産目的，規模な

どによ り適切 な判断が求められる。 しか し，良質な製

品製造と生産コストの低減化は両立が困雉な事柄であ

るが，今後 ますます要求の度を強めてくるものと考え

られる。したがって，林産製造業の中の乾燥二1二桂一つ

を取っても作業効率を高めた自動化は避けて通れない

課題 として認識で きる。

（ 昭利61年度～平成 2 勺1空）

（ 酷保科）

：！．2．2 構造材の乾燥技術の開発（再掲）

D e＼rClo p m e n t o f D r）′l咽 T cclln O lo即 rO r

〔 休膚試場軸 第 5 巻 第′1 寸〕

S lr u c t u r a l L u m b e r of S（）ftwood

2 ．3 集成材製造工程の合理化

R ation aliza tわn ofManufacturingProccss for

L am ln a te d Wood

2 ．3．1 低質広葉樹材を活用した集成材の生産システ

ムの開発

D e v elop m e n t o f M aT川 factu rin g S ）rS te m fo r

L こ1 m i n a t e d W o o d s w i t h LowQuality－

t I；1 r d w o o d Logs

集成材産業の急成長に伴い，平成元年度の道内にお

けるJよ柴樹のひき板の使用量は約 8 万山で あり，10年

前の 3 倍弱に達している。しかし，道産広葉樹材の形

質は年々低質・小径化 しており，また伐採量は昭和45

年をピーークに減少し続け，その減少分を外材で補充し

ているのが現状である。したがって本道の集成材業界

にとっては，低質・小径化した広葉樹材をいかに効率

良く活用するかが今後の課題である。

そこで，これまでの良質大径材を前提 とした集成材

の製造ラインではなく，今後の原料事情の変化に対応

させた新 tノい製造システムを開発することを本研究の

最終日標 としている。元年度は3 か年計画の初年度と

して，ひさ板の縦つぎ方法を従来のフィンガージョイ

ントに替 えて， バ ッ トジ ョイン トあ るいはス カー フ

ジョイントを採用し，ひき板の縦・横方向を同時に圧

縮できる加振型プレス装置の開発を行った√。

2 年度は，63年度に設計・試作した「ひき板の仕上

がり惇さ予測装置」の実月］化に向けた改善を行 うとと

もに，この装置を導入したひき板の四材面飽削加工ラ

Ⅷ3 7 －

Correlation Confidence cocfficient

coe川cient 99％（LoⅥrer％～Upper％）

0 ．940 －0 ．4 ～0 ．3

L um ber t）rpeS N u m b ers A v 打ag C Stand ard 九†inim u m

（％） d e＼・Tiation （、％） ～M ax im 11m

E zom atsul 「odom atsu
（B oards，Plan ks，

S qu aI－e tim be rs）

2 2 0 － 0 ．0 3 1 ．90

－ 8 ．4

7 ．1



林産試験場の平成2 年度試験研究成果の概要

インについて検討 した。また，ひき板の縦つぎのため

の木口面加工を経て，縦・横同時庄締プレスによる積

層接着に至るまでの加工ライン，すなわちラミナの走

尺鋸断および接着剤塗布ラインについても検討した。

（ 1） ひき板の仕上が り厚 さ予測装置の改善

今回改善を加えた装置を写真に示す。これは，欠点

除去されたひき板をモルグ一に通す前に，ひき板の飽

削による下面の削 りしろと仕上が り厚さを予測するた

めのものである。本装置の導入によって，材積歩留ま

りの向上と作業の省力化が期待される。

写真 ひき板の仕上がり厚さ予測装置

P h o to Seriesofequipmentsdirecting

O p t im u m machining depth of

l u m b e r stocks

この装置で検出可能なひき板の厚さ（最大50mm）と

幅（最大125mm），ひき板の送材速度（最大毎分15m ）

などは，前回設計・試作 したものと同様である。

今回の改善の主要なものは，まずデータの入出力と

演算処理の高速化，プログラムの自由度である。これ

は，プログラム言語 をFO RT R A N からTU R B O －C 言

語に，CPU をS b it （4 M H z）のシングルボードコン

ピュータ（デバッグが完了 したプログラムを，ロムラ

イタによって EP R O M へ書き込み，それをセットした

もの） か ら16b it（16M H z）のパ ーソナル コンピュー タ

にそれぞれ置き換えることによって得られたものであ

る。

また，表示器 をLE D ランプの点滅からカラーディ

スプレイに改善することによって，作業者の識別を容

易にした。これまでのひき板の下面削 りしろと仕上が

り厚さだけの表示項目から，ねじれをはじめ，厚さの

最大・最小・平均値，幅反り，材長なども表示できる

ようにし，それらの値が許容値を超えた場合は警報が

出るようにした。下面の削りしろと仕上がり厚さの組

み合わせを何種類かにランク付けすることも可能にし

た。これらのデータはフロッピーに保存し，資財管理，

材積歩留まりの計算等にも活用できるようにした。さ

らに，本装置では新たな機能として，ひき板の曲がり

と幅寸法を検出し，曲が りが大 きい場合は欠点除去工

程へフィードバックさせて短 く鋸断したり，ほかの用

途に振 り向けることができるようにした。

今回改善を行った「ひき板の仕上が り厚さ予測装置」

はほぼ仕様どおりの性能が得 られた。また，階段の投

（ 踏み）板を最終製品とした製造試験において，ひき

板の仕上がり厚 さ予測装置を四材面飽削加工ラインに

導入すると，材積歩留まりは2 ～4 ％向上することが

分かった。今後はさらに実用性の高い装置にするため

に，集成材工場で実際に稼働 させながら，作業実態に

適合した装置開発 を手がけたいと考えている。

（ 2） ラミナの定尺鋸断・接着剤の塗布ラインの検討

ラミナの走尺鋸断・接着剤塗布ラインを検討 した。

走尺鋸断装置は，四材面飽削および長さ決めされたひ

き板の仕組み用ステージ，ひき板の木口面の接着剤塗

布ローラ，ひき板挿入コンベア，ジャンビングソーお

よび横出しプッシャーから構成した。

次に，接着剤の塗布装置は，2 液型接着剤を自動的

に混合し，それをグルーヘッドから直接ひき板へ線状

に流出させるものと，接着剤の自動混合吐出装置から

一定量の接着剤 を既存のグルースプレッダーの塗布

ローラ上に供給するものを検討 した。この結果，造作

用集成材の製造で一般に使われている水性高分子イソ

シアネー ト樹脂系接着剤の場合は，粘度の関係から後

者しか対応できないことから，今回は，これを採用す

るこ と と した。

（ 平成元年度～平成 3 年度）

（ 加工科，機械科）

2 ．3，2 割箸製造工程の自動化技術の開発

T e ch no log y for an AutomaticallyControlled Manu－

－3 8 － 〔上 H o k k a id o F o r・ P r o d・ R e s・ I n s t・ V o l・ 5・ N o・4・ 1 9 9 1 〕

＼、＿／



林産試験場のさド成 2 年度試験研究成果の概要

f actu rir唱 P roc cs s o f H a lf－Sp lit C h op stlC ks

割箸はその大部分がロータリー単板から製造 されて

いるが，製造工程の中で特に選別工程は自動化装置の

開発が遅れ，形状・変色等による製品の選別は人手に

頼らざるを得ない状況にある。しかし，労働力の確保

が年々困難になってきていると共に高齢化が進んでお

り， このため，当面は多 くの人員を必要 とする品質選

別丁程の自動化技術を開発 し，製造【亡程の省力化，経

営の安定化を図る必要がある。

平成 2 年度は割箸の自動選別装置を開発するため

の，各種欠点の検汁い 認識・判断技術の検討を行′」た。

（ 1）割箸選別実験装置は，現在人手により行っている送

別装置とそれに付随する面取 り鈍盤を基本雅とした。

センサで色・節・材長・変形・材幅のそれぞれを個別

に検出し， 1台もしくは複数台のコンピュータにより

欠点の認識・判断を行わせるのが適当と考えられた。

t 2）節の検出は過去の実験データから光ファイバー式セ

ンサが最適 と考えられた。変形の検出は非接触式変心∵

計，材長および材幅の検出はロータリーエンコーダヤ

アレイセンサ，イメージセンサ等を適用できるが，コ

スト，コンピュータアルゴリズム，測定時間のF美j係に

ついてさらに検討を要するこ〕

こ3）シナ・ カバの 1 等および 2 等の割箸を対象に，光線

を赤色および緑色 LE D とした光ファイバー式センサ

により，変色の程度による品等区分の可能性を検討し

た。その結果，緑色 L E D を光源とした光ファイバー

式センサの使用により材色による等級判別の叫能性を

見いだすこ とがで きた。また，判 別能力 はセ ンサ先端

と材面との距離によって異なることが明かとな i）供試

センサでは 2 ～2．5mmの距離で最大 の判別能 力 を示 し

た。

（ 平成 2 年度～平成 4 年度）

（ 機械科）

二2．4 合板製造工程の合理化

R a t io ll a liz a t io n o f 九′1 a n u fa c t u r in g P r（）C e S S rOl－

P l ） ′ W O O d

二2．4．1 道材合板用心板の開発（加速開発事業）

〔 林産式場報 第 5 巻 第4 旨〕

R es ea r ch and Development onCore Veneer for

Pしy w o o d with Domestic Hardwood

南洋材は資源の枯渇，環境保護などから近い将来入

手が困難 になることが予想される。道材合板の心板に

は南洋材 を使用しているが，これに替わる代替材の開

発が要請 されている。そこで， トドマツ，カラマツな

どの道産針葉樹単板を，道材合板の心板に使用する時

の製造上の問題点について検討した。針葉樹単板を道

材合板のような化粧合板の心板 として位相する時，特

に問題と一なるのは節，目ボレなどが表由に写る，いわ

ゆるコア写 りと呼ばれている欠点の発生である。平成

2 年度はコア写り防ILの課題に取 り組んだ。使用した

表裏枚はンナ単板である。

まず，表板の厚 さ（1．0，0．9，0 8，0．7， 0．6mm） と

熱圧庄力 （4，6，8kg f／c汀f）が，コア写 りに及ぼす影

響を調べた後，コア写 りを防止する方法 として次の二

つのプJ法を試みた。

一つは，充填剤 としてタルクを使用して粘度の高い

パテ状の接着剤を造 り，これをやや多めに心板に塗布

してコア〕享りを防ぐ方法，他の一つは接着層に不織布

を挿人 し／てコア写 りを防 ぐ方法 である。

その結果 は以下のとお りであった。

（ 1）表板厚さはコア写りに大きく影響 し， 1．Ommであ

れば，通常の接着方法で製造しても，コア写 りはほと

んど認 め られなかった。

一方，（）．6mmでは防止処理をしてもコア写 りを完全

に防ぐことは難しかった。

（ 2） 熱岨 主力は，今回の試験の範囲ではコア写 りにほ

とんど影響 しなかった。

（ 3） パテ状接着剤を使用することで，コア写 りの発生

が減少できた。ただし，大きな抜け節（15mm以上）の

場合は， これ を防 ぐことは雉 しかった。

（ ′4）不織布の厚さが（〕．28mm以上あれば，コア写りの発

牛を減少できた。ただし，大きな抜け節（15mm以上）

の場合は， これを防 ぐことは難 しかった。

（ 平成 2 年度～平成 3 年度）

（ 合板科）
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林産試験場の平成2年度試験研究成果の概要

2．5　成形板製造工程の合理化

　  　Rationalization of Manufacturing Process for

  　　Forming the Board

3．  開発製品の市場性の評価

 　　Assesments on Market Performance of

 　　Developed Products

3．1  市場性の分析

  　　Analysis for Market－Performance

3．1．1  カラマツ中大径材の高度利用に関する研究

　　　  （住木センター受託）

   　　　Study on the Advanced Utilization of Planta－

 　　　　tion Grown Larch

　本道のカラマツ人工材は年々その蓄積量が増加し，

出材も中大径材主体の主伐材の割合が大きくなってき

ている。しかし，その用途の大半は梱包材やパレット

等の輸送資材やパルプチップ用で良質中大径材に適し

た用途の需要は確立していない。

　今後出材量の増加すると予想される中大径材の用途

開発を図るために，枠組壁工法用住宅部材の生産技術

と大断面構造用集成材ラミナの生産技術について製

材，乾燥，加工を通じて一連の試験を行い，強度性能

についても検討した。試験用原木はいずれも池田林務

署管内産の39年生のものである。

　また，カラマツ中大径材の市場件の調査も行った。

　なお，枠組壁工法用住宅部材の生産技術については

日本住宅・木材技術センターからの受託により実施し

ているものである。

　試験および調査の結果は次のとおりである。

(1)枠組壁工法用住宅部材の生産技術

　用いた原木の径級は18～32cmで，本数は60本である。

①　製材試験

(ⅰ)原木の形質

　節の数は22cm以下が24cm以上より多くなっている

が，径が大きくなると1番玉の割合が多くなり，22cm

以下はすべて2番玉であったためである。また，材面

別では3材面無節あるいは隣接2材面無節以上が

10％，4材面有節が約52％であった。平均節径および

最大節径は原木の径級が増大するほど大きな値になっ

ていた。

　曲りは平均で10％を超えており，等級の決定に大

きな影響を与えた。

JAS に基づく等級格付けでは1等が1．7％，2等が

61．7％，3等が35％であった。

(ⅱ)原木径級別・木取り型別の製材歩留まり

　木取り方法はだら挽きおよび枠挽きの2条件で，材

種は：204～212の5種類の中からできるだけ大きな断面

の材種を多く採材するようにした。製材の歩増し量は

厚さで8mm，幅で12～16mmである。

　径級別の材積歩留まりは22cm以下で47．3％，24～

2cmで55．1％，28cm以上で59．6％，全体で56．1％となっ

た。原木の径級が大きくなるほど歩留まりが向上した。

平成元年度実施したトドマツ造林木の結果と比較する

と，いずれの径級でも歩留まりが低くなっている。全

体では約6％の差があった。これは製材の歩増し量が

トドマツより大きく挽材寸法の違いによるものであ

る。

　だら挽きと枠挽きの比較では両者に大きな差はな

く，全体でもダラ挽きが1％弱材積歩留まりが大きい

程度であった。

(ⅲ)製材品の等級格付け

　等級別の材積比率では，1級が最も大きく41．6％で

あった。次に，特級264％，3級16．5％，2級155％

の順であった。径級別にみると，径が大きくなるほど

特級の割合が増加し，28cm以下では31％になった。

　等級を決める欠点の出現率は樹心に伴うヤニ，割れ，

変色などが一番大きく47．4％であった。次いで，丸身，

節，割れ，腐れの順であった。トドマツの場合は節の

影響が最も大きかったが，カラマツでは優先的に断面

の大きな材種を採材したので，丸身の影響の方が大き

くなった。

②　乾燥試験

　乾燥試験はカラマツの標準スケジュールと高温スケ

ジュールを用いて行った。また，狂いを抑制するため

に一台車あたり10tの荷重をかける圧締車乾燥を採用し

た。

〔J．Hokkaido  For．Prod．Res．Inst．Vol．5，No．4，1991〕



林産試験場の平成2 年度試験研究成果の概要

乾燥後の製品の等級が製材時より下がったものの割

合は標準乾燥で15％，高温乾燥で 9 ％であった。等級

を下げる主な原因となるものは204材では曲が り，縦

反りで206材以上ではね じれであった。また， 1 ラン

クの等級低下が大半であった。

初期含水率約50％の材の仕上が り含水率19％までの

乾燥時間は，標準 スケジュールで169時間，高温スケ

ジュールで76時間であった。

④加工試験

乾燥を終了した材は材種別に 4 材面をほう削仕上げ

をしたのち寸法，反り，曲がりおよびねじれを測定し

た。204， 206および208材は多軸かんな盤の 1 回通し

で仕上げ，210および212材は直角二面手押 しかんな盤，

自動－一一面かんな盤ならびにリッパの 3 工程で所定の寸

法に仕上げた。

乾燥材から加工材までの材積歩留まりは77～82％，

製材からは73”78 ％であった。加丁歩留まりは製材時

の歩増し量に影響されるので平成元年度の トドマツと

は単純に比較できない。

削り残 し部分を除いた加工材の厚さと幅の寸法は，

すべて JA S の断面寸法の許容範囲（±1．5mm）以内で

あった 。

加工後の等級別の材積比率では特級が43．2％と最も

多く，つぎに 1 級30．4％， 3 級16．3 ％， 2 級7．6％の順

であった。製材時と比較すると特級が増加し， 1 級お

よび2 級の割合が減少している。これは製材時の丸身

がほう削加工によって除去されたためと思われる。

今回の加工試験から削 り残 しを生じさせないための

製材時の歩増 し量は厚さで B mm，幅は204材で12mm，

2 06で13mm，208で16mmが適当である。210と212材は使

開した加工装置が一般的でないので本試験だけでは判

断で きない。

・ し甘 製品の強度性能試験

2 04，206，208材は曲げおよび引張試験，210と212

材は曲げ強度試験のみ行った。

試験結果をみると204，206材は曲げおよび引張強度

とも大きく，住宅金融公庫の「枠組壁工法住宅工事共

通仕様書」に示されている基準値を上凶っていたが，

〔 林産試場報 第 5 巻 第4 号〕

2 08，210，212材では約20～40％の試験材が基準値に

達していない。また，破壊状態も脆性破壊に近いもの

もみられた。これは幅の広い材には髄付近の未成熟材

の割合が多いことによるものと思われる。このことか

ら髄からの年輪数あるいは年輪の曲率等を品質基準に

加えるなどとともに，材料の寸法により許容応力度を

変える必要があると思 われる。

（ 2）大断面構造用集成材ラミナの生産技術

用いた原木の径級は24～38cmで，本数は60本である。

①製材試験

（ 1）原木形質

節の数は28～32cmで平均15．9個と最 も多く，次いで

2 6cm以下（つ15．5個，34cm以上が9．3個であった。材面別

の節数は隣接 2 材面無節以上のものが31．7ヲ‘， 4 材面

有節が33．．∋％であった。

曲がりは全ての径級で平均10％を超えており，34cm

以上の曲が りが最 も大きかった。

J A S に基づ く等級格付けの結果は，26cm以下が 1 ，

2 等，28（・m以上は 2 ， 3 等の割合が多かった。

（ 11）製材歩留まり

木取 り方法は枠挽きで，主材として集成材用ラミナ

原板（厚さ35mm，幅170mm），副材としてパネルボード

用原板（厚 さ16mm，幅145m ）の 2 種類を採材 した。

なお，集成材用ラミナの仕上が り寸法は厚さ30m ，幅

1 5 8m m で あ る。

径級別の主材の材積歩留 まりは26cm以下で46．0％，

2 8～32cm で弧8％，34cm 以上で52．8％，全体で50．5％

であった。また，副材の歩留 まりは26cm以下で10．3％，

2 8”32cm で6．9％，34cm以上で3．4％，全体で6．3％であっ

た。

（ 111） 製材品の等級格付け

集成材用ラミナの等級別の材積比率は，1等36．5ヲ占，

2 等34．1ヲi；，特等30．3％；であった。径級別にみると特

等の割合は34cm以上で33．5％，26cm以下では32．0％，

2 8ル32cm で は25．6 ％で あ っ た。

等級を決める欠点の出現率 は節が31．7％と最 も多

く，次しごで丸身，樹心，あての順であった。

②乾燥試験
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林産試験場の平成2年度試験研究成果の概要

　集成材用ラミナの乾燥は枠組壁工法用住宅部材と同

様にカラマツの標準スケジュールと高温スケジュール

を用いて行い，狂いを抑制する圧締方法も同じ条件で

ある。

　乾燥試験の結果では，スケジュールの違いによる狂

いの程度や品質の差はほとんどみられなかった。乾燥

後に製品の等級が製材時より下がったものは標準スケ

ジュールで2％，高温スケジュールで4％と少なかっ

た。等級を下げる原因は縦反りが大半を占めた。

　初期含水率約50％の材の仕上がり含水率11％までの

乾燥時間は標準スケジュールで160時間，高温スケ

ジュールで103時間であった。

(ⅰ)加工試験

　4材面を厚さ30mm，幅158mmにほう削仕上げしたラ

ミナ466枚について3等分2点荷重方式の重錘法で測

定した曲げヤング係数によってJASの等級区分を

行った。ラミナの各等級の構成割合は1等21．9％，2

等12．4％，3等12．7％，4等以下53％であった。

　また，ラミナの一部を用いて「木と暮らしの情報館」

の2階増設用の大断面構造用集成材（幅120mm，梁せ

い300mm，長さ約7m）5体を JAS の製造基準に準拠

させて試作した。これらの曲げ剛性試験の結果，いず

れの集成材とも設計した等級の基準値を満足してい

た。

(ⅱ)ラミナの強度性能試験

　前記で等級の決定されたラミナのなかから曲げ試験

用および引張試験用としてそれぞれ119本を選定し，

強度試験を行った。

　曲げ強度試験結果では外層用ラミナの適合基準値を

下回ったものが1等で5％，2等17％，3等6％であっ

た。引張試験結果ではヤング係数が大きくなるにつれ

て強度のバラツキが大きくなる傾向が著しく，等級間

の強度の最小値の差は小さかった。

(3)カラマツ中大径材の市場性の調査

　道産カラマツ中大径材の利用実態と将来性を展望す

るため，道内外のカラマツ挽き立工場における製材の

実態調査ならびに道内の建築，家具業者および一般

ユーザーに対するアンケート調査を実施した。また，現

在市場に出ている製品の用途，特性を調査し今後の可

能性を検討した。結果をまとめると次のとおりである。

①道外のカラマツ生産県（長野，岩手県など）では，

50～60年生の造林木からの製材が在来工法住宅の土台

や梁，母屋，タルキなどの主として見え隠れ材として

使用されている。これらの材は，道産のカラマツより

年輪幅が狭く，狂いも少ないようである。

②道内建築業者へのアンケートの結果から，住宅に使

われている樹種の比率はエゾ・トドが62．8％，北米材

は30．5％であった。カラマツはわずかに3．1％であり，

用途は土台および内壁用の羽目板である。住宅以外で

は，牛舎の建設資材として使われている。

③カラマツを使用した家具メーカー９社（使用量

1，321m3）の調査によると，通信販売のルートで全国

に販路拡大を図っている1社を除き問屋に卸している

ところはなく，他は自社で受注し販売している。変色

が製品クレームの第一にあげられているが，この点は，

着色仕上げ等で十分にカバーできるものと思われる。

　また，首都圏のデパートでの調査では，デザインと

製造技術が良ければ材料，樹種は問わないとの意見も

あり．カラマツ家具の可能性はある。

④札幌，旭川，函館での一般ユーザーに対するアンケー

ト（回答数249）の結果から，建築用材としてカラマ

ツの木目，材色などの特徴はある程度評価されている

ことが分かった。ただし，製品の供給量そのものが少

ないことの他に，施工を行う業者が手間等を理由に使

いたがらない傾向にあるため，前述のように最終的な

需要は少ない。

⑤長野県には，カラマツの強度を生かし構造用集成材

のラミナとして使用している工場がある。自社で建物

の設計から集成材の製造，現場施工までを一貫して行

い，建築物全体のコストダウンを図っている。

⑥現在のところ，道産カラマツの合板としての利用は

ほとんど見られないが，南洋材資源の問題等から今後

針葉樹への依存が高まるのは明らかである。カラマツ

は強度性能や木目・色調といった特長から，構造およ

び化粧の両用途に適している。

⑦この他，ログハウスやPT型ハウスの部材としての

〔J．Hokkaido  For．Prod．Res．Inst．Vol．5，No．4，1991〕



林産試験場の平成2年度試験研究成果の概要

利用も徐々に増えている。また防腐処理を必要とする

が，デッキ材など外構材への需要の増加が見込まれる。

　　　　　　　　　　     （平成2年度～平成3年度）

   （経営科，製材科，乾燥科，加工科，材料性能科）

3．1．2　当場開発技術・製品のコスト試算

　　　－木材乾燥装置の完全自動制御システムによ

　　　る経済性の検討－

　　　Cost Accounting of the Technologies and Pro－

　　　ducts Developed by Our Institute

　　　－Economical Study on the Full Automatic

　　　Control System of Lumber Kiln－

　林産試験場が開発した木材乾燥装置の完全自動制御

システムを設置した場合の経済性について，コスト試

算を中心に検討を行った。

(1)コスト試算のための前提条件

　・乾燥装置：蒸気式IF型

　・乾燥原板：ミズナラ　厚さ27mm

　・乾燥室容量：1室12m3

　・含水率条件：70％（生材）→ 8％

　・乾燥室稼動日数：330日／年

(2)完全自動制御システムを導入した場合の

　・設備投資額　280万円

　　　ホストコンピュータ（コントローラ）

　　　　　　　　　　　　　1～20室　　　250万円

インターフェース    1室　　　　　 30万円

　・消耗品

　　センサ　　　　　　　1室　　　　　4万円

(3)上記前提条件での従来法（ステップ変化型）と自動

制御法（連続変化型）の乾燥日数

(4)コスト試算の結果

m3当たりのコスト減はいずれの室数でも20％程度であるが，

コスト低下の主な要因は乾燥時間の短縮（13日間→10日間）

である。

〔林産試場報　第5巻　第4号〕

(5)乾燥装置のオペレータ業務によるコスト

　木材乾燥装置のオペレータはボイラーマンの兼任が

一般的なので，オペレータ作業のみ分割して製造コス

トを試算することは困難なため，ここでは従来法と自

動制御法のオペレータ業務の時間差だけを比較検討し

た。

○従来法と自動制御法で異なる作業時間

　  従来法　運転開始時　 　15分（1回／1日）

　　    　　1室増すごとに　10分（1回／1日）

　　自動制御法

　　  　　　作業チェック　　5分（1回／1日）

○従来法と自動制御法の作業時間差

　従来法では20室程度がオペレータ1人で処理可能な

室数である。作業時間差のコスト比較では，乾燥室数

によって多少差はあるが，自動制御法が従来法より

230円／m3程度安くなる。また，室数増によるコスト減

の割合は自動制御法が著しく大きい。

(6)乾燥原板の品質

　自動制御法による乾燥原板の仕上がりは，従来法に

比較して品質向上が顕著であるといわれる。しかし，

乾燥原板格付けのランクアップや歩留まりアップなど
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○従来法と自動制御法の作業時間差によるコス ト

注）オペレ一夕の賃金単価 ：1，250円ルrとした。

数値的に表現可能な程の差はない。ただ，乾燥原板の

品質が均一化され熟練オペレ一夕でなくても乾燥ロス

が出ないなど，年間を通してみると結果的には歩留ま

りアップや製品の品質保証につながると判断できる。

以上のように完全自動制御システムを

設置した乾燥装置の直接的な製造コス ト

では，約 2 割程度のコストダウンだが，

オペレ一夕の作業時間，乾燥原板の品質

向上など，自動制御法による乾燥は全体

的には数値以上のコスト低下および信頼

度の高い品質の製品が得られるものと判

断される。

（ 平成 2 年度）

（ 経営科）

3 ．2 製造コス トの低減化

R e d u c tio n o f M an u factu r in g C o st

－44 － 〔J Hokkal（10 For I）rod RビSlns＝′015・No∫1，1991〕

システ ム

室

数

．作 業 時 間 乾 燥 材 積

㌦ ／年

賃　　　　 金

M in ／日 h r ／年 円 ／年 円 ／n f

従 来 法

5 5 5 3 0 2 ．5 1 ，50 0 37 8 ，1 2 5 2 5 2 ．1

1 0 10 5 5 5 7 ．5 3 ，0 0 0 72 1 ，8 7 5 2 4 0 ，15

2 0 2 0 5 11 2 7 ．5 6 ，0 0 0 1 ，4 0 9 ，3 7 5 2 3 4 ∴9

自　 動 5 5 2 7 ．5 1 ，9 8 0 3 4 ，3 7 5 1 7 ．・4

制 御 法 1 0 5 2 7 ．5 3 ，96 0 3 4 ，3 7 5 8 ∴7

2 0 5 2 7 ．5 7 ，92 0 3 4 ，3 7 5 4 ．．3
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第1 図 木炭粉の種類と子実重増減率との関係（菜豆 ：40k9／10 a ）
F ig ．1 R elation between charcoalpowdcr spccies，and the wei如t or kidney beans．The values are shown onthe

b a s is o f n o c h a r c o a l p o w d e r ．

A d d itio n a m ou n t o r c h ar co a l p o w d er w a s 4 0 k g p e r l O O O m 2

（ 丑B ark carbon lZed b）rOpen hearth carbonlZation

こU r n a C e

（ 丑B ark carbonized by opeIlhearth carbonlZatlOn

r u r n a c c

し丑B ark carbon ized b y open hearth carbonization

」一urnaceand subsequcntlywashedbywater

（ 否 SaⅥ7d ust carbonized b）r OpCn hearth carbonizatioIl

］‾u r n a c e

（ ：耳 Saw d ust carbonlZed b）r OpCn hearth carbonlZation

】一urnace

〔 林産式場報 第5 巻 第 ∠i 号〕

⑥saw dlJSt CarbonlZed b）′Open hearth carbonization

f u r n a c c ：まn d subsequently washed b）7Water

①w ood I）．山icles carbonized by sealed hearth

c a r b o n iz a t lO n furnacel

⑧w ood p∬ticIcs carbonized by sealed hearth

C a r b o n iz a t io n furnaceland subsequentl）r WaShed by

W a t e r

⑨saⅥ′dust carbonized by fluid ized bed hearth

C a r b o n iz a t lO n furnace

⑲saⅥTdtlS［carbonized b）rfluidlZed bed hearth carbo－

n lZ a t 10 n ft】r n a C C andsubsequentl）7WaShed by water

－4 5 －
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地域社会の活性化のためには，地場資源を活用 した

産業の育成が不可欠である。そのなかでも特に，木炭

製造を核 とした地域おこしの動きが，夕張市や下川町

などにおいて展開されている。木炭は，多面的な利用

があるにもかかわらず，その効果については潜在的も

しくは試験的段階である例が多く，その効果の実態は

明らかにされていない。本研究においては，炭化物の

農業用資材および環境用資材としての効果を明らかに

し，木炭製造を核とした産業の技術的支援を推進 し，

生産力の高い農業基盤 “土づ くり”など，地域の農林

業の振興に資することを目的としている。

平成元年度は，施用試験用木炭粉の製造，炭化条件
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第2 図 木炭粉の種類が大豆部位別乾物重に
及ぼす影響

F ig ．2 R e la tio n b e tw e cll Ch ar co a l p o w d er specleS

u n w a s h e d ，a n d the weight ofthe parts of

S Oy beans．The values are shown on the

b as is of no charcoalpowder．Charcoal

p o w d c r ⅥraS a d d ed 5 ％ to s o il

①Bark carbonized by open hearth carboniz之1tion

r u r n a c e

②saw dust carbonized b）r OPen hcarth carbonizat10n

f u r n a c e

④w ood particles carb onlZed by sealed hearth

c a r b o n l Z a ti o n fuI・naCel

④saw dust carbonlZed by 仙idized bed hearth

c a r b o n iz a t io n furnace

⑤w ood particles carb onized by sealed hearth

c a r b o n iz a t lO n furnace2

の検討（林産試験場），土壌物性の評価（中央農業試

験場），菜豆を用いた施用試験（十勝農業試験場）等

について検討 した。特に，菜豆を用いた施用試験にお

いては，木炭粉100k9／10アール施用の条件で最高で

1 3％の収量増加となった。

平成2 年度は以下の検討を行った。

（ 1）施用試験用木炭粉の製造，炭化物の物性の評価（林

産試験場）

（ 2）土壌物性の評価，大豆，大根の植木鉢試験（中央農

業試験場）

（ 3）大根，キャベツを用いた施用試験（中央農業試験場）

（ 4）菜豆，大豆を用いた施用試験 （十勝農業試験場）

2 王年間の施用試験の結果を第 1 図～第 4 図に示し

た。縦軸の値は，全て木炭粉を用いない場合に対する

増減率である。

第1図に示したように，菜豆についてはカラマツ間

伐材をブロック炉で炭化した条件以外は，木炭施用の

効果が認められた。しかし，第 2 図に示 したように，

大豆については，カラマツ間伐材をブロック炉で炭化

した条件において根粒の重量増加が認められたもの
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の，収量と菌類の増殖の間には明確な関係を得ること

ができなかった。第3図と第4図には，大根とキャベ

ツについての施用効果を示した。大根については木炭

粉施用の効果が認められた。

　木炭粉の種類としては，ブロック炉のような高温の

条件で炭化した木炭粉ではなく，平炉や流動層炉のよ

うな低温で炭化した木炭粉が施用効果が高くなる傾向

が認められた。

　本研究は，ハウス栽培・ビート連作・農薬除去・水

質保全などの効果について検討するため，新たな共同

研究（木質系炭化物の農・水産業への利用）として展

開する。

　第4図　木炭粉の種類が大根生育に及ぽす影響
Fig．4　Relation between unwashed charcoal powder
　　　　species，and the weight and germinate of
　　　  Japanese radish．The values are shown on
　　　　the basis of no charcoal powder．Addition
　　　　amount of charcoal powder was 5％ to soil

① Bark carbonized by open hearth carbonization fur

nace

② Sawdust carbonized by open hearth carbonization

furnace

③ Wood particles carbonized by sealed hearth

carbonization furnace 1

④ Sawdust carbonized by fluidized bed hearth

carbonization furnace

⑤ Wood particles carbonized by sealed hearth

carbonization furnace 2

〔林産試場報　第5巻　第4号〕

　　　　　　　　　　（平成元年度～平成2年度）

（物性利用科，北海道立中央農業試験場，
　　　　　　　　　　　北海道立十勝農業試験場）

1．1．2　多目的炭素系資材の製造接術開発

 　　　　Research for the Way to Produce the

 　　　　Multi-Purpose Material Made of

 　　　　Charcoal Powder

　木炭はその大部分が燃料用として利用されてきたが

近年，土壌改良材や環境浄化材などの機能が注目され，

我々はこの機能を高度に発揮できる木炭製造技術およ

び用途開発の研究を進めてきた。しかし，昨今の環境

問題や資源問題等の高まりに伴い，より一層の高度利

用を目指した新たな用途開発が求められている。

　木炭の新しい用途開発は，カラマツ・トドマツなど

の間伐材JP樹皮・のこ屑など木質系バイオマスの有効

利用の観点から必要である。そのため，木炭の環境浄

化機能や土壌改良機能の検討を拡充するとともに，新

たに難燃建材や新素材の開発を加え，木材の炭化技術

とその用途開発の総合的な実証的試験を行う。

　2年度の研究目標は，調湿機能を有する炭素系成形

物の製造技術の開発である。このために以下の方法に

ついて検討した。

(1)炭酸ナトリウムを10％添加し，炭化温度300℃，炭

化時間60分の条件で得た木炭粉を用いて，粉末接着剤

(フェノール系)を10，20，30％添加した後，熱圧成

形（温度180℃，時間15分）し，その調湿機能を測定

した。ボード比重は0．6とした。

(2)炭酸ナトリウムを10％添加し，炭化温度300℃，炭

化時間60分の条件で得た木炭粉を用いて，この木炭粉

に故紙パルプを10，20，30，40，50％加え，炭酸ナト

リウム5％水溶液に溶かし，ウェット法により成形し，

その調湿機能を測定した。ボード比重は0．5とした。

　調湿機能の評価には，以下の方法を用いた。

　密閉容器内に試験試料を入れ，容器内の温度変化と

試料重量の変化との関係を求めた。調湿横能の高い試

料は，容器内温度が低下すると容器内の過剰な水分を

取り込み，逆に，容器内温度が上がると試料内部水分



林産試験場の平成 2 年度試験研究成果の概要

を吐き出す。 したがって，調湿機能の高い試料はその

重量の変動の幅が大きくなる。そこで調i屈機能は，こ

の変動幅の大小によって評価した。

（ 1）と（2）の成果 は以下のとお りである。

（ 1）フェノール樹脂を用いて成形した場合，接着剤添加

量の増加に伴い，吸放i屈の変動幅は小さくなり，30％

涼加物は10％添加物より約20％低下した。しかし，原

料の木炭粉 と比較すると，吸放湿の変動幅は，30％添

加の場合約 1／10となった。

（ 2）故紙を添加 し成形した場合，吸放湿の変動幅は，故

紙の配合割合の増加に伴い小さくなったが，その低下

の度合は接着剤の場合と比較 して小さく，30％涼加物

は10％添加物より12％低下 したにとどまった。また，

5 0％涜加においても約15％であったし。また，同一の原

料木炭粉と比較すると，吸放渦の変動幅は，3〔）％添加

の場合約 1／2にとどまり，接着剤添加の場合と比較す

ると，調湿機能が大幅に改善された。

（ 平成 2 年度～平成 4 年 度）

（ 物性利川科）

1 ．1．3 木炭ボードの製造技術の確立 （民間受託）

S ttld ）T for Making the Board wlttlCharcoal

P o w d e r

（ 平成元年度～、ド成 2 年度）

（ 物件利用科）

2 ．工場副産物の利用技術の開発

R e s e a rc h and DevelopmentorUtilization

T e c h n o l o g ie s rorFactorさ7Bv－Pl－OdtlCtS

2 ．1 粉砕物としての利用技術の開発

R e se a rc h and DevelopmentorUtillZation

T e c h n o lo g ie s forWood Pa什icles

2 ．1．1 未利用材高度利用技術の研究

（ 地域システム事業）

C o n l r C r S i o n of Unuscd Forcst tミ10maSS and

W a s t e Woodln Factor）rinto～10re Valuable

P r o d tlC t S ．

木材の高度利用のためには，新製品の開発や＿「場に

おける製品の品質管理などとともに，林地における未

利用材，工場における端材，のこ風 樹皮などの総合

的な利用技術を高めることが必要である。これらの利

用は．現状では，燃料・家畜敷料・堆肥・廃材チップ

などの低位な利用にとどまっている。本研究は，さら

に付加価値の高い利用方法として木質飼料について検

討を加え，高付加価値完全飼料化技術を完成 し，林産

バイオマス地域循環システムの確立 を目的としてい

る。．

平成2 年度までの研究内容は以‾Fのとおりである。

6 1年蜜 ：混合成形技術の調査，ならびに混合成形予

備試験

6 2年更 ：混合機の試作，ならびに成形予備試験

6 3年斐 ：成形機の試作

元年度 ：混合成形総合試験，および飼料価値査定試験

2 fト度の研究目標は以下の 4 点である。

（ 1）試作混合成形装置における消費動力の軽減

（ 2）木質混合成形飼料丁場の立地条件の検討

（ 3）木質混合成形飼料の価格試算

（ 4）混合成形装置の＿＿L 業所有権の取得

上記の目標を達成するため以下の検討を行った。

・ 、1）混合成形装置の駆動部スプロケットの交換により，

駆動トルクを約 3倍にあげた。

：2）林地残材，工場廃材，廃材チップなどの排出量，支

庁ごとの牛飼養頭数，粗飼料価格を調査した。

ご3）試作混合成形機をもとに，実用機の価格を試算 し，

立地を十勝支庁管内 とし，割箸1 場 に併設する条件

で価格試算を行った。

（ 4）各種混合成形装置の調査を行った。

2 年度の研究成果を以下にホ した。

（ 1）混合成形機の消費動力は，改造 によって150 kⅥrh／

t から54 k W h ／t と約 l／3となった。

（ 2林 地残材，工場廃材，廃材チ ップなどの排出量は，

］－3〕～150万山ミとはぼ同量であるが，原料としては廃

材チ ップが適 している。

十膵支けは午飼養頭数が最も多く，粗飼料価格は比

較的高 い。

（ 3）試作混合成形機をもとに，実用機の価格を試算 した。
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林産試験場の平成2年度試験研究成果の概要

1台420万円となった。割箸工場併設，年間生産量

1，486t，TDN60％の混合飼料を生産する条件で，

　木質添加成形試料ペレットの価格は水分を18％含ん

　だ価格で36．3円／kgとなった。

(4)試作混合成形装置を実用新案として出願した。

　　　　　　　　　　（昭和61年度～平成2年度）

　　　　　　　　　　　　　　　 （物性利用科）

2．1．2　家畜粗飼料の製造と実用化（森林総研委託）

 　　　　Production of Wood Roughage for a Ruminant

　　　　－Steam Hydrolysis of Bamboo Grass-

　本研究は，蒸煮処理法によるササ利用システムの開

発を目的として，農林水産省の大和プロジェクト研究

「生物資源の効率的利用技術の開発に関する研究」の

一環として，農林水産省森林総合研究所の委託を受け，

昭和63年度から平成2年度までの3か年計画で実施し

た。2年度は、キシロース取得のための適正な蒸煮条

件，可溶化するヘミセルロースやリグニンの抽出・分

離条件ならびに得られたリグニンの接着剤原料として

の適正などについて検討した。

(1)試験方法

　クマイザサ稈部を原料として，原料の抽出物や蒸煮

時の水分がキシランの水可溶化や二次分解に及ぼす影

響について検討した。蒸煮処理は，500l容量のオー

トクレープを用い，所定温度（175～200℃）の飽和水

蒸気で所定時間（5～30min）行った。蒸煮物は，木

材分析法に準じて熱水，次いでアルカリ抽出を行い，

蒸煮物や各抽出残さについてクラーソンリグニン量や

糖組成などを分析した。またこれらの結果に基づき，

1回の処理量が約20kgの規模で上記と同様にして蒸煮

物を調製し，スクリュープレスによる水可溶分の分離

試験，ならびに希アルカリ水溶液を溶媒としたリグニ

ンの抽出試験を行った。さらに，得られたリグニンに

ついては，種々条件でリグニン・フェノール・ホルム

アルデヒド系樹脂接着剤を調製し合板による接着力試

験を行った。

(2)試験結果

　原料をそのまま蒸煮した場合と熱水抽出物を除去し

〔林産試場報　第5巻　第4号〕

た後蒸煮した場合を比較すると，蒸煮物中のキシラン

残存率は後者の方が高く，原料中の熱水抽出物が蒸煮

処理に伴うキシランの低分子化や二次分解に関与して

いることが認められた。また，蒸煮時の原料水分の影

響も認められ，30～50％の範囲で水可溶のキシラン量

が多くなる傾向を示した。アルカリ抽出物を除去した

場合についても蒸煮処理を行ったが，水可溶となるキ

シランの量は３者の中で最も低かった。熱水処理の効

果は，水可溶キシランの増加だけではなく，水可溶物

中の糖純度が高くなることである。200℃，6minの

条件で蒸煮し，スクリュープレスで得た圧搾液の糖純

度は，固形物に対し熱水処理をした場合には80％，前

処理無しでは54％であった。

　スクリュープレスで圧搾後の残さからリグニンをほ

ぼ完全に抽出するための条件は，水酸化ナトリウム濃

度0．3％以上，温度80℃であった。抽出されたリグニ

ンは，袖出液をpH4に調整すると沈殿物となり，フィ

ルタープレスで容易にろ過・脱水された。また，得ら

れたリグニンは，フェノール・ホルムアルデヒド系樹

脂接着剤の50％を代替できることが認められた。

　　　　　　　　　　 （昭和63年度～平成2年度）

　　　　　　　　　　（物性利用料，成分利用料）

3．  枝葉の利用技術の開発

　   Research and Development of Utilization

 　  Technologies for Branch and Needles

3．1 成分の利用技術の開発

 　　Development of Utilization Technologies for

　 　Constituents of Wood

3．1．1  木質系重金属吸着剤の製造試験（共研）

　　     Preparation of Adsorbent for Heavy Metal

   　　　Ions from Wood Wastes

　急速な経済の発展に伴い，産業廃棄物や生活廃棄物

による環境汚染が重大な社会問題になってきている。

特に，各種鉱工業から排出されるカドミウム，クロム

（6価），水銀，鉛などの重金属は，有機物とは異な

り自然界に放出されても分解消失せず，種々の経路を

経て動植物の体内に蓄積され，最終的には人体の健康
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に重大な影響を及ぼすことになる。このような有害重

金属イオンを除去する方法として，石灰や苛性ソーダ

による中和疑集沈殿法は，装置が簡単で，しかも操作

が容易であり，処理コストも安価なことなどから汎用

されている。しかし，この処理により大量の重金属含

有汚泥が生じることや，酸性側で沈殿汚泥から重金属

が再溶出すること，重金属イオン濃度を排水基準に基

づく規制値以下にするためには強アルカリ剤を使用し

なければならないなどの問題点があり，これらの欠点

を補うために何らかの2次，3次処理が必要となる。

イオン交換樹脂やキレート樹脂との伴用は，排水から

の重金属の除去という点では優れているが，樹脂が高

価であり、廃樹脂の処分も問題となる。したがって，

安価で大量に供給でき，しかも容易に処分できる重金

属捕集剤の開発が強く望まれている。また，焼却処分

あるいは生分解可能なバイオマスを原料とする安価で

高性能な吸着剤による各種産業廃水からのカドミウム

などの有価重金属の回収は，環境浄化の面だけではな

く，鉱物，石油資源に乏しいわが国にとって，資源の

有効利用の点からも重要な意義をもつものである。

　一方，過疎化が進行している地域林業圏の活性化の

ためには，その地域の森林資源を高度に利用する新た

な産業の創出が不可欠である。

　木材は建築用部材，合板，家具に，また紙・パルプ

原料として幅広く利用されている。一方，用材生産過

程で大量に排出される樹皮，樹葉類は，一部が土壌改

良材や家畜敷料として用いられているほかは，大半が

廃棄もしくは燃料として焼却処分されているにすぎな

い。今日，森林バイオマス有効利用の観点から，含有

成分の特色を生かしたこれらの残廃材の新たな用途開

発が望まれている。

　本研究は，樹皮，樹葉に含まれているポリフェノー

ル，酸性多糖類，タンパク質などが重金属捕集能を有

することや，リン酸基，カルポキシメチル基などの導

入で木材にイオン交換能を付与することができること

に着目し，各種木質廃材を原料とする重金属捕集剤を

開発しようとするものである。

　平成元年度までの試験において，樹皮のホルマリン

と硫酸による固定化処理で，樹皮類のウランに対する

捕集能が向上すること，木材のリン酸エステル化処理

で，木材の重金属捕集能は大幅に向上し，市販高分子

系吸着剤と比較してそん色のない性能を有すること，

マツ属針葉はウランに対し極めて高い親和性を示し，

また，針葉のホルマリンと硫酸による固定化処理で，

ウランに対する捕集能がさらに向上すること，吸着法

として，ろ過法（カラム法）が浸せき法（バッチ法）

より優れており，より実用的なプロセスであることな

どが見いだされている。

　２年度は，木材の微生物（食用菌）処理による吸着

性能の付与，針葉の吸着に寄与する成分の解明，木質

系重金属吸着剤の実用化に関する総合的評価などを検

討した。

　シイタケ菌処理により木材のウラニルイオンに対す

る吸着性能は向上したが，ヒラタケ菌では明らかな処

理効果は認められず，菌種によって処理効果に大きな

差があることが明らかとなった。また，食用菌廃培地

の重金属捕集能は樹皮類の上位に相当し，しかもウラ

ニルイオンに対し高い選択性を示した。これら廃ホダ

木，廃培地は樹皮類とならんで重要な重金属吸着剤の

潜在資源である。

　クロマツ針葉を種々の溶媒で抽出処理した結果，単

位重量当たりのウラニルイオン吸着量は熱水やアルカ

リ処理で減少するが，有機溶媒抽出処理では変わらな

かった。このことから熱水やアルカリで抽出される複

合多糖類，ポリフェノール類が針葉の重金属吸着に関

与していると思われる。しかし，熱水やアルカリ抽出

残さも依然高いウラニルイオン吸着能を示すことか

ら，針葉のウラニルイオン吸着に関して吸着担体の表

面構造，細孔分布など物理的因子も重要であることが

示唆された。

　木質系重金属吸着剤の実用化を検討する目的で，有

害金属汚染土壌の処理，鉱山排水処理，工場廃水処理，

貴金属の回収試験を実施した。

　6価クロム汚染地域の流出水の処理を想定し，樹皮，

針葉によるクロムイオンの吸着固定化および固定化物

の耐朽性試験を実施した結果，トウヒ属の樹皮，アカ

〔J．Hokkaido  For．Prod．Res．Inst．Vol．5，No．4，1991〕
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マツ，グイマツ針葉が高いクロム吸着性能を示した。

特に，アカマツとグイマツの針葉は， 3 価クロムに

対しては高い吸着性能を示 さないが、毒性の強い6 価

クロムに対しては高い吸着性能を示した。また，強酸

性側（pH l ～ 3 ）が樹皮類のクロム吸着に有利なこ

とも判明した。このことは鉱山排水が通常，強酸性で

あることを考慮すると，実用上好都合な性質である。

道内に比較的多く分布する黒鉱鉱床の囁鉛鉱淳，廃

鉱浸出水の処理を想定 し，中和処理と樹皮による亜鉛

回収 との組み合わせによる模擬浸出水の浄化試験を

行った。中和処理により，著量溶存していた鉄イオン

はすべて凝集沈殿 し浸出水から除かれたが，排水基準

（ 5 pp m ）を大 きく上回る亜鉛（65 pp m ）がなお溶

存していた。これを樹皮充填カラム内を通過させるこ

とで，樹皮キロ当た り180 ゼの中和処理水が規制値以

下に浄化された。 しかし，浸出水量 を1，000 t ／日と

仮定すれば， 1 鉱山だけで少な くとも日13 nf，年間

5 、000nf もの樹皮が必要とな り，これは留萌支庁管内

の転売可能な樹皮量に匹敵するものである。資源量や，

広域に散在する樹皮を集中させなければならないこと

などを考慮すれば，樹皮による鉱山排水の処理はかな

り困難 と思 われ る。

プリント基板製造工程で生じる鋼メッキ廃液（排出

量480 t ／日，濃度8，00 0 ppm ）を一般的な凝集沈殿法

で処理す る と，薬剤 だけで約10万円／目安す る。 これ

を樹皮（ドロノキ樹皮こ吸着能11 g ／k9）で処理すると

すれば，360 t ／目の樹皮を要することになるが，こ

のような大量の樹皮の確保は困難である。したがって，

生石灰などによる凝集沈降後，十分に除去できない金

属を樹皮に吸着させ，基準値以下として排出するよう

な使い方が考えられる。現在，この目的で使われてい

るキレート剤は2，000円／k9 と高価であり，吸着能が

1 ／20の樹皮でも使用できる可能性は残 されている。

写真現像廃液からの銀の回収を想定して試験を行っ

た。樹皮類の銀イオンに対する親和性は0．13 m eq／g

と必ずしも高くはないが，吸着処理した樹皮が容易に

焼却処分でき，既存のX 線フイルムの焼却による銀回

収工程に組入れることが可能である。

〔 林産試場報 第5 巻 第 4 号〕

（ 昭和62年度～平成 2 年度）

（ 成分利用科，宮崎医科大学）

3 ．1．2 針葉樹精油成分の家屋書菌に対する腐朽抑制

効果

Ⅰ】l h i b i to r y Efrects of Volatile OilCompo－

n ents of Coniferous Woods on Growth of

H o u se Fungi

環境汚染に対する配慮から，低毒性の殺菌剤，農薬

の開発が要請されている。一方，木材含有成分中には

強い抗菌性を示すものがあり，木材成分を利用 した安

全な薬剤の開発はこれらの要件を満たすとともに，新

たな分野での木材需要を開拓するものである。

林産試験場では，これまでにトドマツ材精油および

その主成分であるジュパピオン（Juvab io ne）が食用

菌（担子菌）の生育を強く阻害することを見いだして

いる 。

本研究は， トドマツ材租抽出物，精油の木材腐朽菌

および他の数種類の真菌類に村する阻害活性を調べ，

木材防腐剤，殺菌剤としての適性を検討するものであ

る。

平成：2年度は， トドマツ材中の担子菌生育阻害成分

の抽出お よび精製，阻害活性成分の化学処理による残

留性の向上，木材腐朽菌，植物病原菌，カピ菌の生育

抑制効果を検討した。その結果，阻害活性物質ジュパ

ピオンは トドマツ材抽出物の脂溶性フラクション中に

存在し，時に材精油は大量（77％）に含んでいること

が薄層，カ、スクロマ トグラフ ィによ り明 らかになった。

また，カラムクロマ トグラフィにより材油から活性物

質を高収率で得ることができた。さらに，簡単なアル

カリ処理により材抽出物，材精油，ジュパピオンは容

易にケン化され，抗菌性，残留能が大きく向上するこ

とが明らかになった。材抽出物，材精油，ジュパピオ

ンおよび′とれらのケン化物はいずれも木材腐朽菌（白

色腐朽菌，褐色腐朽菌，軟腐朽菌など9 種）の菌糸伸

長を強く抑制 した。特に，ジュパピオンのケン化物で

あるトドマツ酸は，ナミグタケ，ファネロキューテの

菌糸伸長を濃度500／∠9 ／mβで完全に阻止 した。しかし，

－5 1 －
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ナミダタケを用いた防腐効力試験では約 5 倍量（2 ，400

〃9 ／mゼ）注入 したにもかかわらず，材抽出物 とジュ

パピオンのみにわずかな処理効果を認めたにすぎず，

明らかな処理効果を得るにはさらに倍量要するものと

予想 される。ジュパ ピオンはカビ類に対 して抗菌性を

示さなかったが，芝生病原菌（フサリウム菌，ピシウ

ム菌，リゾクトニア菌，コムラサキシメジなど）に対

し強い抗菌性を示 した。

（ 平成 2 年度）

（ 成分利用科，耐久性能科，微生物利用科）

4 ．微生物の有効利用

E ffe ctiv e UtilizationofMicro－Organisms

4 ．1 食用菌栽培技術の確立

E stab lis h m en t o f C u ltiv a tin g T e c h n o lo g ies fo r

E d ib le Fungi

4 ．1．1 ハウス管理によるシイタケ原木栽培技術の

確立

B e d－L o g C u ltiv a tio n M eth o d o f S h iita k e in

t h e Green House

シイタケ原木栽培は，露地栽培からハウス内通年栽

培に移行しつつある。しかし，既設ハウスはほとんど

が密閉式で，そのために起きる弊害として，ホダ作 り

で内部腐朽が進まずに上ホダ状となり，完全ホダ化が

困難であるという実態がある。またキノコの生育では，

水キノコ，肉質が軟らかい，品痛みが早いといった現

象が生 じ，品質が低下するという問題がある。

そこで，理想的な構造のハウスを建設 した上で，四

季別栽培管理法を確立 し，減少 しつつある原木の有効

利用を計ることを目的として，昭和63年度から試験を

開始している。

平成 2 年度は，（1冶3年 3 月に植菌し，開放型ハウス

でホダ作 りした原木の発生試験，（2姫3年 3 月，6 月，

8 月，10月に生木植菌 した原木の発生試験，（3枢3年 3

月に植菌 し，開放型ハウスでホダ作 りしたシラカンパ

原木の発生試験を行った。

（ 昭和63年度～平成 4 年度）

（ 微生物利用科）

4 ∴ 2 シイタケの空調栽培技術の開発

S aw －D u st Cultivation Method of Shiitake

U n d er the Air－Conditioned Enlrironment

本道における食用 きのこの生産量は年々増加の一途

をたどってお り，生シイタケも平成元年度には2，512

t を超える生産量となった。

しかし，本道で消費される生シイタケの自給率は約

5 0％と低 く，その生産量の拡大は市場関係者からも強

く望 まれている。

一1「，シイタケの生産に用いられるミズナラ原木は，

年々入手が困難になってきてお り，シイタケの増産を

図るうえで，大きな障害になりつつある。

林産試験場では，かねてから本道の気象条件を克服

してシイタケ自給率を改善するためには，空調施設で

の菌床による栽培が不可欠であると考え，発生が短期

間に終了する栽培法の開発 と品種の育成に力を注いで

きた。その結果，実験室規模ではあるが，良好な成績

を示す品種の選抜に成功 した。

さらに，冷暖房を施した空調施設でシイタケ菌床栽

培を成 り立たせるためには，少なくとも 1次発生で

2 ．5k9の菌床から500 9 の収穫を得 なければならない

が，このボーダーラインを超えるための方法として，

増収剤とフスマで調整した培地を用い，熟成中の菌床

に光を与えることが効果的であることを元年度に明ら

かに した 。

2 ニ年度は，（1）培養期間中（熟成期間を含む）におけ

る最適照明期間の検討，（2）子実体正形率を上げるため

の被膜形成促進法の検討，その他を行った。

この結果，60日間（熟成期間を含む）の培養中，最

後の2：0 日以上を照明期間とすると子実体の芽数がふ

え，結果的に収量が増加することが分かった。

さらに，菌床表面の被膜形成のためには，細孔を開

けた袋に詰めた培地を，さらに大 きめの袋に収め，こ

れに接種して30日間培養 し，この後30日間照明下で熟

成することが効果的であることを明らかにした。

（ 平成 2 年度～平成 4 年度）

（ 微生物利用科）
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林産試験場の平成2 年度試験研究成果の概要

J l．1．3 ナラタケ瓶栽培技術の開発

S a w －D u st C u ltiv a tio n Method of Gcnus

』m ケJJαわβ〃α

本道において人気の高い野生キノコ，ナラタケの瓶

栽培法を確立し，食生活の多様化と栽培者の期待に応

えるとともに，本道特産品を創附することを目的とし

て，昭和63年度から試験を開始している、。

ナラタケを栽培するうえで最も障害となるのは，種

菌からの菌糸再生と活着が遅いために，菌床面がカビ

汚染を受けやすいことである。

このため，ナラタケ栽培の試験結果が安定せず、デー

タのバラソキが多 くなる。

これまでの試験では，培養中のカビ汚染を予防する

ためには特殊なフィルターを挿入したゴムキャップが

勒果的である ことが分かった。

平成 2 年度は，展開彼の雑菌汚染を防‥二する‖的で，

発芽を促進させる方法を検討した。

特殊なフィルターを挿入したゴムキャップを川い，

2 5℃で30日間培養 した。これを培養後，吸水時間 3 時

間，被覆材をウレタンフォーム 2 重掛けと一定にし，

菌掻 きの有軽について（1）菌掻 きなし，（2）接種源のみ除

去，（3）菌層膜を仝向除去の 3 法を比較したところ，雑

菌汚染率は（1）33％，（2）0 ％，（3）67％となり，接種源の

み除去区で最も低かった。しかし，培養 日数を60 ト」と

した場合は，全ての区で雑菌汚染率が50％以上となり，

しかも各区での差が判然としなかった。 フィルター付

きゴム栓は通気性が良好でないため，培養日数が60 ［＝i

と長 くなると，菌糸の活性が低下するものと思われる、

なお，液体培地中での菌糸束の形成は，GltlC（）Se lO

g ，几′Ialt extractlOg，Ycast extI・aCt3g，水道水

1 ，000 nll の培地で促進 されるが，これにエタノール

を1 ～ 2 ％加えるとさらに促進 される。

（ 昭和63年度～平成 4 年度）

（ 微生物利用科）

4 ．1．4 エノキタケの優良種菌の開発（民間受託）
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（ 平成 2 年度一平成 3 年度）

（ 微生物利用科）

4 ．2 微生物機能の利用

U t i l i 乙a t i o n ofWood with ApplicationofFunction

O f N爪cro－Organisms

4 ．2．1 微生物処理による繊維質資源の飼料化に関

する試験（共研）

Ⅰモしm i n a n t F o o d ProductlOn fr（）m上ノignocellulose

l モ〔 S O u r C e S b y B a s id io m さ7C e t e S

本研究は，農業で大量に産†11される稲わらなどのバ

イオマス弓と，バイオテクノロジーを用いて優れた飼料

に変換し，飼料自給率の向上と家畜単産コストの低減

を計ることを目的に，滝川畜産試験場と共同で行って

いるものである。林産試験場は「担子菌処理による稲

わらの飼料化試験」を担当している。

共研初年度の昭和63年度は，稲わらの飼料化処理に

適する担子菌の菌種選抜試験を行った。引き続いて平

成元年度は，成績の良かった5 菌桂（タモギタケ，マ

ンネ ン タケ ， ム キ タケ， オ オ ヒ ラ タケ， ヌ メ リツバ タ

ケ） に加え， カワラタケ， ファネロカエテ，フクロタ

ケ，およびサルノコシカケを供試して，合計 9 菌種42

歯株についての菌株選抜試験を行った。

この中から，菌担＝）速度，重量減少率，酵素糖化率，

リグニン量等のデータと稲わらによる栽培実績を総合

的に考察 ノ，タモギタケ2 株 し当場保存菌株，夕71－

1 と夕82－－1），オオヒラタケ1 株（同，他82－30），

フクロタケ 1株（日本農林種菌K．K．の市販株）の3 菌種，

4 歯株を選抜 した。

2 年度は，元年度に選抜 したクモギタケ（夕71－ 1 ，

夕82－ ］」，オオヒラタケ（他82叫3（）），フクロタケ（日

本農林KK）を用いて了一実体発牛試験 を行うことにより，

子実体を収穫した後の稲わら菌床と子実体の発生を行

わせなかった菌床について，重量減少率，酵素糖化率

および成分分析を行い，子実体発生が飼料価値に及ぼ

す影響 を評価 した。

さらに，上記 4 菌株から最終選抜 した1 菌株を用い

て，綿羊の消化試験に供試する稲わら飼料を作成し，
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林産試験場の平成2年度試験研究成果の概要

滝川畜産試験場で綿羊による消化試験を行った。

　この結果，フクロタケ以外の菌においては，子実体

の発生を行った稲わら菌床の酵素糖化率が低くなった

ことから，子実体の発生は菌床の飼料価値を低下させ

ると考察された。

　また，タモギタケ（タ82－1）を用いての稲わら飼

料の作製では，野積みによる発酵法を試みたが，うま

くいかなかったため，高圧滅菌処理によって行った。

仕上った稲わら飼料の量は，436kg（水分88％，96kg・

dry）である。

　この飼料はADL，粗タンパク質含量が増加したも

のの，粗脂肪，ヘミセルロース含量は顕著に減少して

いた。このため，綿羊の消化率の向上には結び付かず，

実用化のためには，子実体の発生を抑制しながら培養

期間を延長する技術の開発など，新たな追求が必要で

あると考えられた。

　　　　　　　　　　 （昭和63年度～平成2年度）

　　　（微生物利用科，北海道立滝川畜産試験場）
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